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各都道府県知事 殿

周産期医療の■争保について

周産り切医療については、各都道府県において、医療法 (昭和 23年法律第205号)第 30条
の4に基づき、医療提供体制のllL保に慨lする基本方夕|(平成 19年厚生労1助省告示第 70号)に
即して、かつ、地域の実1ギiに応じて、周産り切医療に係る医療連 lj与体市1等を医療計画に定めるとと
もに、lln産期医療対策司「業等を活用し、総合周産期母子医療センター、地域川産期母子医療セン
ター及び搬送体制の1彗備等を行い、離体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医療及びri度
な新生児医療等の周産り切医疵でを推進してきた。

しかし、平成 20年 10月 に,に京都において脳内出1と を起こした妊婦が死亡するという事業が
発生Lしたところであり、これを受け、「周産期医療と救急医療の71:保と連携に関する懇談会」にお
いて、周産畑医療と救急医療の確保と迪Jtの在 り方、1lU出解決のためにZ、要な方策等について1■
討が行われ、平成 21年 3月 4日 に「Ppl産期医療と救急医療の確保と連J幾こ関する懇談会報告三Iド」
(別添 1)が取りまとめられた。
Fr171pttilド におぃて、産科領域以外の急性期疾患を合併する妊産婦にも責を善の医療が提供できる
よう、周産I明医療対策事業の見戸:二 しを行うこと、地j或のニーズに沿うようllllを持たせっっ、中長
期的視点にたって「1産り切母子医療センターの指定基準を /3L直すこと、周産期救急断 を一般救急
医療対策の中に位置付けるよう、医療計llに開する基本方針の改正を行うこと等が提言されてい

ること等を略まえ、「周産期医療対策 ll業等の実施について」 (平成 21年 3月 30日付け医政発
第 0330011号 )の周産期医療対策可「業等実施要綱の第 1の 4に基づく周産期医療体制整備
指針を別添 2の とお り定めるとともに、医療提供体制のrll保に開する基本方針の一部を改正する

生 (平啓 22年厚生労llll省告示第 28号。別添 3。 )により、医療提供体市1の確保に関する基本方
↑十を改正したところである。

ついては、周産期医療対策J「業を実施している各都道府県においては、下記の]「項に留意の上、
周産期医療体制 1た備指針に基づき、周産リリ1医療協議会の設 ri、 周産州医療体制整備計画の策定、

、総合周産〕切母子医療センターの指定、地域周産期母子医療センターの認定、周産期医療情|[セ ン

ターの設 llll等周産リリ医療体制の整備に取り組むようお願いする。また、各都道府県においては、
下記の]T項に留意の上、周産期医療体制整備i指針を踏まえ、医療提供体制の確保に関する基本方
針に即して、かつ、地域の実情に応じて、医療計画の変更を検討するとともに、本通知の内容に
ついて貴管下の関係者に対して周知するようお願ぃする。
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記

第 1 周産期医療体制整備指針の主な内容
周産期医療体制整備指針の主な内容は、次のとおりであること。

1 総論的事項
(1)周産期医療協議会

都道府県は、周産期医療体制の整備に関する協議を行うため、周産期医療協議会を設置

するものとすること。

(2)周産期医療体制に係る調査分析

都道府県は、周産期医療体制に係る調査分析を行うことが望ましいこと。また、調査分       |
析の結果について、都道府県は、住民に公表するとともに、周産期医療協議会に報告し、

周産期医療体制の整備に係る検討に活用するものとすること。

(3)周産期医療体制整備計画
ア 都道府県は、周産期医療協議会の意見を聴いて、周産期医療体制整備計画を策定する
ものとすること。

イ 周産期医療体制整備計画には、現在の医療資源を踏まえた内容とともに、中長期的な
観点から、地域の医療需要に見合う十分な医療を提供することを目標とした医療施設や

医療従事者に関する整備・確保方針を盛り込むものとすること。

ウ 留意事項
(ア )都道府県は、出生 1万人対 25床から30床を目標として、地域の実情に応じたN
ICUの整備を進めるものとすること。

(イ )都道府県は、地域の実情に応じ、GCU、 重症児に対応できる一般小児病床、重症
心身障害児施設等の整備を図るものとすること。また、在宅の重症児の療育・療養を

支援するため、訪間看護やレスパイ ト入院等の支援が効果的に実施される体制の整備

を図るものとすること。

(4)総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センター

ア 都道府県は、周産期医療体制整備計画を踏まえ、必要な機能、診療科日、設備等を有
する医療施設を総合周産期医療センターとして指定するものとすること。また、都道府

県は、必要な機能、診療科日、設備等を有する医療施設を地域周産期母子医療センター

として認定するものとすること。

イ 総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターは、必要な機能、診療
科日、設備等を満たさなくなった場合は、その旨を速やかに都道府県に報告するものと
'  し、当該報告を受けた都道府県は、当該医療施設に対して適切な支援及び指導を行うも
のとすること。

ウ 都道府県による支援及び指導が実施された後も総合周産期母子医療センター又は地域
周産期母子医療センターが改善しない場合は、者Б道府県は、当該医療施設の総合周産期

母子医療センターの指定又は地域周産期母子医療センターの認定を取り消すことができ

るものとすること。

(5)周産期医療体制整備計画の推進

ア 都道府県は、周産期医療体制整備計画の推進に当たっては、医療施設の整備、医療従
事者の養成、関係団体との連携・協力、財政的な支援等の条件整備に十分留意するもの



とすること。

イ 都道府県は、オープンシステム・セミオープンシステム等を活用 しく総合周産期母子
医療センター、地域周産期母子医療センターその他の地域における周産期医療に関連す

る病院、診療所及び助産所 (以下「地域周産期医療関連施設」という。)等の間の緊密な

連携を図ることにより、各施設の果たしている機能に応じて適切な医療が提供されるよ

う配慮するものとすること。

(6)周産期医療体制整備計画の見直し

周産期医療体制整備計画については、おおむね 5年ごとに調査、分析及び評価を行い、

必要があると認める場合には、周産期医療体制整備計画を変更するものとすること。

2 各論的事項
(1)総合周産期母子医療センター

ア 総合周産期母子医療センターは、相当規模のMFICUを 含む産科病棟及びNICU
を含む新生児病棟を備え、常時の母体及び新生児搬送受入体制を有し、合併症妊娠、胎

児 ,新生児異常等母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医療、高度な新生児医

療等の周産期医療を行うことができるとともに、必要に応じて当該施設の関係診療科又

は他の施設と連携し、産科合併症以外の合併症を有する母体に対応することができる医

療施設を都道府県が指定するものであること。

イ 総合周産期母子医療センターは、地域周産期医療関連施設等からの救急搬送を受け入
れるなど、周産期医療体制の中核として地域周産期医療関連施設等との連携を図るもの

とすること。

(2)地域周産期母子医療センター

ア 地域周産期母子医療センターは、産科及び小児科 (新生児医療を担当するもの)等を
備え、周産期に係る比較的高度な医療を行うことができる医療施設を都道府県が認定す

るものであること。ただし、NICUを 備える小児専門病院等であって、都道府県が適
当と認める医療施設については、産科を備えていないものであっても、地域周産期母子

医療センターとして認定できるものとすること。

イ 地域周産期母子医療センターは、地域周産期医療関連施設等からの救急搬送や総合周
産期母子医療センターからの戻り搬送を受け入れるなど、地域周産期医療関連施設等と

の連携を図るものとすること。

ウ 都道府県は、各地域周産期母子医療センターにおいて設定された提供可能な新生児医
療の水準について、医療計画又は周産期医療体制整備計画に明記するなどにより、関係

者及び住民に情報提供するものとすること。

(3)周 産期医療情報センター

ア 都道府県は、総合周産期母子医療センター等に周産期医療情報センターを設置するも
のとすること。

イ 周産期医療情報センターは、地域周産期医療関連施設等と通信回線等を接続し、周産
期救急情報システムを運営するものとすること。

(4)搬送コーディネーター

都道府県は、周産期医療情報センター、救急医療情報センター等に、搬送コーディネー

ターを配置することが望ましいこと。

(5)周産期医療関係者に対する研修



都道府県は、地域周産期医療関連施設等の医師、助産師、看護師、搬送コーディネータ

ー、NICU入 院児支援コーディネーター等に対 し、必要な専門的・基礎的知識及び技術
を習得させるため、到達目標を定め、研修を行 うものとすること。

第 2 その他
1 周産期医療体制整備指針の適用関係                  ′

周産期医療体制整備指針については、本日から適用するものであること。

なお、総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターが周産期医療体制整

備指針に定める機能、診療科日、設備等を満たさない場合は、都道府県においては、当該施

設に対して適切な支援及び指導を行うこと。

2 周産期医療体制整備計画
(1)周産期医療対整備計画の策定期限

周産期医療体制整備計画については、できるだけ早く策定することが望ましいが、平成

21年度中に策定できない場合は、遅くとも平成 22年度末までに策定すること。
(2)周産期医療体制整備計画と医療計画との関係

周産期医療体制整備計画は周産期医療対策事業等実施要綱に基づく周産期医療体制整備

指針に基づき定められるものである一方で、医療計画は医療法第 30条の4に基づき定め
られるものであり、それぞれの根拠は異なるものであること。

周産期医療体制整備指針において、周産期医療体制整備計画を医療計画の一部として定

めることができるものとしており、この場合においては、医療計画に、周産期医療体制に

関する基本的な内容を記載した上で、個別具体的な内容は周産期医療体制整備計画に定め

る旨を記載することとし、当該医療計画を受けた周産期医療体制に関する個別具体的な内

容を周産期医療体制整備計画に定めることとしていること。また、この場合には、医療法

第 30条の4第 11項及び第 12項に基づき、あらかじめ都道府県医療審議会及び市町村
(救急業務を処理する一部事務組合及び広域連合を含む。)の意見を聴き、医療計画の変更

後に遅滞なく、厚生労働大臣に提出するとともに、その内容を公示しなければならないこ

と。

また、周産期医療体制整備計画の内容が医療計画の周産期医療体制に係る部分の内容と

大幅に異なることとなる場合は、必要に応じて、周産期医療体制整備計画の内容に合わせ

て医療計nLlの変更を行うこと。

なお、周産期医療体市1整備計画の見直し時期については、医療計画の期間に合わせるこ

とが望ましいと考えられ、例えば、医療計画の期間が平成 20年 4月 から平成 25年 3月
までとなっている場合には、周産期医療体制整備計画の見直しを平成 25年 4月 に行うこ
ととすることも考えられること。



周産期医療体制整備指針新旧対照表

改正案 現行 (順不同)

周産期医療体制整備指針

第 1 総論的事項
1 周産期医療幽 整備の趣旨

厚生労働省において周産期医療対策事業の充実を図るとともに

周産期医療システム整備指針

総論的事項

周産期医・・●システム整備の趣旨

我が国の周産期医療は、病院及び診療所をはじめとする施設の

整備、医師等の医療従事者の養成・確保などにより着実な進展を

み、今や乳児死亡率については、世界の最高水準にあるなど、大

きな成果を上げている。また、近年の医療を取り巻く環境には、

医学・医術の進歩による医療の高度化、コンピューター等に関す

る科学技術の急速な進歩と普及等大きな変化がみられる。

一方、我が国においては、産科分娩施設での人員配置や検査能

力における施設間格差があり、また、平日と夜間及び休日との格

差が大きいこと、未熟児出生の増加に伴い、新生児医療を担う専

門施設の整備が急務となっていること、また、周産期医療の中で

も、医師の管理下における母子の救急搬送や医療施設相互間の連

携等情報の伝達が必ずしも十分でないこと、さらに医療施設の機

能に応じた整備が不十分であることなど、周産期医療体制に多く

の課題を抱えている。

このような状況の中で、地域においては、周産期医療に係る人

的・物的資源を充実し、高度な医療を適切に供給する体制を整備

することが要請されている。

このため、都道府県において、医療関係者等の協力のもとに、
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二都道府県において、医療関係者等の協力のェに、地域の実情に

即し、限られた資源を有効に生かしながら、総合周産期母子昼魔

センター、地域周産期母子医療センターその他の地域における周

産期医療に関連する病院、診療所及び助産所 (以下「地域周産期

医療関連施設」という。)を整備するなど、将来を見据えた周産

期医療体制の整備を図ることにより、地域における周産期医療の

適切な提供を図るものである。

産婦の妊娠・分娩管理その他の産科医療及びハイリスク新生児の

集中治療管理その他の新生児医療をいう。_

2 周産期医療体制整備の位置付け及び性格
(1)周産期医療体制の整備は、母子保健法 (昭和40年法律第 1

41号 )第 20条の2に規定する医療施設の整備及び医療法 (

昭和 23年法律第205号 )第 30条の4第 2項第 5号二に規
定する周産期医療の確保に必要な事業の一環として位置付けら

れるものである。

(2)周産期医療熾 嘱ま、充実した周産期医療に対する需要の増加

に対応するため、都道府県において、地域の実情に応じ、保健

医療関係機関 団ヽ体の合意に基づきその基本的方向を定めた上

で、周産期に係る保1建医療の総合的なサービスを提供するもの

として整備される必要がある。

地域の実情に即しつつ、限られた資源を有効に生かし、将来を見

据えた周産期医療システムの整備を図り、これに基づいて地域に

おける周産期医療の効果的な提供を図るものである。

2 周産期医療システムの位置付け及び性格
(1)周産期医療システムは、母子保健法 .(昭和 40年法律第 14
1号)第 20条の 2に規定する医療施設の整備の一環として位

置付けられるものであり、都道府県において保健医療関係機関

・団体の合意に基づき、周産期医療体制の基本的方向を定めた

上で整備するものである。

(2)周 産期医療システムは、充実した周産期医療に対する需要の

増加に対応するため、周産期に係る保健、医療の総合的なサー

ビスの提供を行うものとして整備される必要がある。

‐
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3 都道府県における周産期医療体制の整備
(1)周産期医療協議会

周産期医療協議会の設置

都道府県は、周産期医療側 の整備に関する協議を行うた

め、周産期医療体制を整備・推進する上で重要な関係を有す

る者を構成員として、周産期医療協議会を設置するものとす

る。

周産期医療体制を整備・推進する上で重要な関係を有する

者とは、例えば、保健医療関係機関・団体の代表、地域の中

核となる総合周産期母子医療センター等の医療従事者、医育

機関関係者、消防関係者、学識経験者、都道府県 '市町村の

代表等のことをいうものである。

イ 協議事項
(ア )周産期医療協議会は、次に掲げる事項について協議する

ものとする。

① 周産期医療体制に係る調査分析に関する事項
② 周産期医療体制整備計画に関する事項
③ 母体及び新生児の搬送及び受入れ (県域を越えた搬送
及び受入れを含む。)に関する事項

④ 総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医
療センターに関する事項

⑤ 周産期医療情報センター』 産期救急情報システムを

3 周産期医療体制整備手順

(1)周産期医療協議会の設置

ア 都道府県は、周産期医療システムを整備するために周産期医
療協議会を設置し、同協議会の意見を十分反映させる。

イ 周産期医療協議会は、周産期医療システムの整備及び推進上
重要な関係を有する者を中心に構成されることが望ましく、例

えば、保健医療関係機関 `団体の代表、地域の中核となる周産

期医療施設において周産期の診療を現に担当している医師、学

識経験者、都道府県・市町村の代表等により構成することが適

当である。

ウ 周産期医療協議会は、周産期医療体制の内容及びその整備に
必要な調査事項、周産期医療情報システム並びに周産期医療関

係者の研修等、周産期医療体制の確立に必要な事項について協

議する。
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含む。)に関する事項

⑥ 搬送コーディネーターに関する事項
② 地域周産期医療関連施設等の周産期医療関係者に対
する研修に関する事項

③ その他周産期医療体制の整備に関し必要な事項
(イ )(ア )の③に掲げる事項については、周産期医療協議会

と都道府県救急医療対策協議会、メディカルコントロール

協議会等とが連携し、地域の実情に応じた産科合併症以外

の合併症を有する母体の搬送及び受入れの実施に関する

基準等を協議するものとする。また、この内容について、

都道府県は住民に対して情報提供を行う上のとする。

ウ 都道府県医療審議会等との連携
周産期医療協議会については、医療法第 71条の 2第 1項

に規定する都道府県医療審議会又は同法第 30条の 12第 1

項に規定する都道府県医療対策協議会の作業部会として位置

付けるなど、都道府県医療審議会及び都道府県医療対策協議

会と密接な連携を図るものとする。

(2)周産期医療体制に係る調査分析
^都
道府県は、アに掲げる事項について調査し、この調査結果

に基づき、イに掲げる事項について研究を行うことが望ましい

pまた、この調査及び研究の結果について、都道府県は、住民

に公表するとともに、周産期医療協議会に報告し、周産期医療

体制の整備に係る検討に活用するものとする。

工 周産期医療協議会については、医療法 (昭和 23年法律第
205号 )第 30条の 4第 11項に規定する都道府県医療審
議会の専門部会として位置付けることを考慮するなど、都道

府県医療対策協議会と密接な連携を図る。

4 周産期医療システムの整備にかかる調査分析
周産期医療システムの効果的な整備を促進するためには、地域

における周産期医療に関連する病院、診療所及び助産所 (以下、

「地域周産期医療関連施設」という。)、 マンパワーの状況、地

域周産期医療関連施設の連携状況等を調査するとともに、同調査

に基づき、体系的なシステム構築の在り方を研究、検討すること

¨
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が重要である。

このため、都道府県においては、周産期医療システムを整備す

るに当たり、次の事項について必要な調査、研究を行うものとす

る。

(1)調査事項

(ア )母子保健関連指標 (必要に応じ妊娠週数別)     |
・出生数

・分娩数 (帝王切開件数を含む。)

・低出生体重児出生率

・新生児死亡率

・周産期死亡率

・妊産婦死亡率                、

・周産期関連疾患患者数と発生率

・ハイリスク新生児の発育発達予後 等
(イ )医療資源・連携等に関する情報

           |   ェ 周産期救急医療の実施状況① 母体及び新生児の搬送及び受入れの状況
・母体及び新生児の搬送状況 (救急車出動件数、医療施 1     母体搬送、新生児搬送など周産期救急患者取扱数、救急車
義への照会回数、搬送に要した時間、小児科医同乗数 1    出動件数、救急患者搬送状況、救急医療情報システム等
、 ドクターカー及び ドクターヘリの活用状況等)
・母体及び新生児の受入状況 (受入要請数、受入実施件

数、受入不能件数及びその理由等 )

・周産期救急情報システム及び救急医療情報システムの

活用状況

‐
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・搬送コーディネーターの活動状況及び勤務体制 等
② 総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療
センターその他の五地域周産期医療関連施設の状況 |    ア 地域周産期医療関連施設
・所在地、診療科目、病床数 可家働率等       1      所在地、診療科日、診療設備 (母体・胎児集中治療管理

・設備 (母体・胎児集中治療管理室 (以下 lMFICU I     室、新生児集中治療管理室、 ドクターカーの保有状況)、

」という。)の病床数・稼働率、新生児集中治療管理 1     病床数、分娩数等の診療内容及び診療体制等

室 (以下「NIC∪ 」_と いう。上 の病床数・稼働率、
NIC∪ に併設された回復期治療室 (以下「GCU」

という。)の病床数・稼働率、ドクターカーの保有状

況等 )

・院内助産所及び助産師外来の活動状況等

・診療内容三分娩数、対応可能な分娩 (母体・胎児の条

件等)、 診療実績 (周産期関連疾患患者の入院数、死

亡率、合併症発生率等)等 )

・診療体制 (産科医及び産婦人科医、新生児医療を担当 |     イ 周産期医療に係るマンパワーの状況~ヌ印｀
      |  '甚 爵II藁罰爵l｀甑崖鰍凛健語増言隻師、精韮師等する医師、麻酔科医、助産師、看護師、臨床心理 :

の臨床心理技術者、NIC∪ 入院児支援コーディネー |      の数及び勤務体制等

ター等の数及び勤務体制等)           |
・医療連携の状況 (他の医療施設からの搬送受入状況、|     ウ 地域周産期医療関連施設の連携状況

リスクの1底い帝王切開術に対応するための連携状況、1       患者の紹介、病院の開放及び医療機器共同利用の状況

オープンシステム・セミオープンシステムの状況、医 |      、地域における関係団体の活動状況等

療機器共同利用の状況、

治療計画の共有状況、他の医療施設との合同症例検討
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会の開催状況、在宅療養・療育を支援する機能を持っ

た施設等との連携状況等 )

(ウ )                    項    |     オ その他、周産期医療システムの整備に関し必要な調査

II):][][][][I]          

に対する

|     ェ その他周産期医療の整備に関し必要な事項
三f)周産期医療体制整備計画
ア 周産期医療体制整備計画の策定
都道府県は、周産期医療協議会の意見を聴

療体制整備計画を策定するものとする。

事項

イ 研究事項                       |   (2)研 究及び検討事項

差及び受入れ (県域を越えた搬送及 |     ア 現在の周産期救急搬送体制 (周産期におけるドクター(ア )母体及び新生児の搬i

び受入れを含む。)に関する現在の問題点並びに改善策 |      カーの有効な利用体制を含む。)の問題点と地域の特殊

性を考慮した搬送体制の確立

(イ )周産期救急情報システムの効果的な活用方法及び周産期 |     イ 周産期医療情報ネットワークの確立及び効果的活用方
救急情報システムと救急医療情報システムとの連携方法 1      法、救急医療情報センターとの連携方法
(ウ )産科合併症以外の合併症を有チる母体への救急医療等に |     ウ 地域周産期母子医療センター、地域周産期医療関連施
おける周産期医療に関する診療科間の連携体制     1      設の医療従事者に対する効果的な研修体制、対象及び内

(工 )周産期医療に関する医療圏間の連携体制 (県域を越えた 1      容等
広域の連携体制を含む。)              |       ‐
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周産期医療体制整備計画は医療法第 30条の 4第 1項に規

定する医療計画の一部として定めることができるものとする

。この場合においては、医療計画に、周産期医療体制に関す

丘基本的な内容を記載した上で、個別具体的な内容は周産期

医療体制整備計画に定める旨を記載することとし、当該医療

計画を受けた周産期医療体制に関する個別具体的な内容を周

産期医療体制整備計画に定めるものとする。

都道府県は、周産期医療体制整備計画を策定したときは、

遅滞なく厚生労働省に提出するものとする。

イ 周産期医療体制整備計画の内容
周産期医療体制整備計画においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。また、周産期医療体制整備計画には、現在

の医療資源を踏まえた内容とともに、中長期的な観点金ら、

地域の医療需要に見合う十分な医療を提供することを目標と

した医療施設や医療従事者に関する整備・確保方針を盛り込

むものとする。

(ア )総合周産期母子医療センターの設置数及び設置施設並び

に各センターの診療機能、病床数 (そのうちMFICU、
NIC∪ 及びGC∪ の各病床数)及び確保すべき医療従事

者

周産期医療システムの整備については、医療法第 30条

の 4に基づく医療計画の一部として位置付けることが望ま

しい。また、医療確保に関する事項を定めた他の計画との

調和が保たれるようにするとともに、公衆衛生その他周産

期医療と密接に関連を有する施策との連携を図る必要があ

る。

なお、周産期医療システムの基本的事項を医療計画の一

部として位置付けようとする際には、これを受けた個別具

体的な内容を別途定めることができる。

(3)周 産期医療システム作成後の手続き

周産期医療システムの内容を定めたときは、遅滞なく厚

生労働大臣に提出するものとする。

周産期医療システムの一般的内容

周産期医療システムの整備内容として、以下の事項を定める。

(1)総 合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センター
の設置数、設置施設、診療機能、病床数及び確保すべき医療

従事者
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(イ )地域周産期母子医療センターの設置数及び設置施設並び

に各センターの診療機能、病床数 (そのうちMFIC∪ 、
NICU及 びGCUの 各病床数)及び確保すべき医療従事
者

(ウ )地域周産期医療関連施設 (総合周産期母子医療センター

及び地域周産期母子医療センターを除く。)の施設数並び

に各施設の診療機能、病床数及び確保すべき医療従事者

(工 )母体及び新生児の搬送及び受入れ (県域を越えた搬送及

び受入れを含む。)を円滑に行うための総合周産期母子医

療センター、地域周産期母子医療センターその他の地域周

産期医療関連施設、救命救急センター等の連携体制

(オ)周産期医療情報センター (周産期救急情報システムを含 |(2)周 産期医療情報センターの機能、情報収集・提供及び相談体制
む。)の機能及び体制

(力 )搬送コーディネーターの機能及び体制

|_

設等の周産期医療関係者に対する | (3)周 産期医療にかかる研修体制、対象及び内容(キ)地域周産期医療関連施

(ア )NICUの 整備
|

低出生体重児の増加等によって、NICUの 病床数が不
足傾向にあることから、都道府県は、出生¬万人対25床

から30床を目標として、地域の実情に応じたNICUの
整備を進めるものとする。
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(イ )NIC∪ を退院した児童が生活の場で療育・療養できる

環境の整備

NICUに 長期入院している児童に対し、一人一人の児

童にら、さわしい療育・療養環境を確保するため、都道府県

は、地域の実情に応じ、GC∪ 、重症児に対応できる一般

小児科病床、重症心身障害児施設等の整備を図るものとす

間看護やレスパイト入院等の支援が効果的に実施される体

制の整備を図るものとする。

(4)総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センタ

ア 指定及び認定
都道府県は、周産期医療体制整備計画を踏まえ、第 2の 1

に定める機能、診療科目、設備等を有する医療施設を総合周

産期母子医療センターとして指定するものとする。また、都

道府県は、第 2の 2に定める機能、診療科日、設備等を有す

る医療施設を地域周産期母子医療センターとして認定するも

のとする。

イ 支援及び指導

くなつた場合は、その旨を速やかに都道府県に報告するもの

(2)総合周産期母子医療センターの指定及び地域周産期母子医療

センターの認定

都道府県は、本指針の各論的事項第 2の 1に定める施設、設備

及び機能等を有する医療施設を総合周産期母子医療センターとし

て指定し、地域周産期医療システムの整備を行う。また、本指針

の各論的事項第 2の 2に定める施設、設備及び機能等を有する医

療施設を地域周産期母子医療センターとして認定し、都道府県に

おける周産期医療システムの運営に協力を求める。
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適切な支援及び指導を行うものとする。

ウ 指定及び認定の取消し
イに定める都道府県による支援及び指導が実施された後も

総合周産期母子医療センター又は地域周産期母子医療センタ

ーが改善しない場合は、都道府県は、当該医療施設の総合周

産期母子医療センターの指定又は地域周産期母子医療センタ

ーの認定を取り消すことができるものとする。

(5)周産期医療体制整備計画の推進             1 5 周産期曝療システムの推進に係る留意事項

都道府県は、次に掲げる事項に留意しながら、周産期医療体

皿整備計画を推進するものとする。

|(¬ )適切な推進体制の整備ア 適切な条件整備
都道府県は、周産期医療体制整備計画の推進に当たっては 1   周産期医療システムの推進に当たつては、医療従事者の養成、
、医療施設の整備、医療従事者の養成、関係団体との連携・ 1  関係団体との連携・協力、財政的な裏付け等の条件整備に十分留
協力、財政的な支援等の条件整備に十分留意するものとする 1  意 し、システムの内容が地域の実情に即して妥当なものとなるよ

|  うに配慮する。ニ

イ 医療施設間の機能分担及び連携            |(2)医 療施設相互間の機能分担及び連携

都道府県は、オープンシステム・セミオープンシステム等 1   地域周産期医療関連施設、地域周産期母子医療センター及び総
を活用し、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医 1  合周産期母子医療センター相互間の緊密な連携を図ることにより
療センターその他の地域周産期医療関連施設等の間の緊密な |  、それぞれの施設の果たしている機能に応じ適切な医療が供給さ
連携を図ることにより、五施設の果たしている機能に応じて l  れるように配慮する。また、患者の重症度や回復状況等に応じ、
適切な医療が提供されるよう配慮するものとする。特に、総 1  適当な医療施設に患者が委ねられるように連携を図る。
合周産期母子医療センターの負担軽減と必要な空床の確保を

図るため、総合周産期母子医療センターの受け入れた母体及

‐
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び新生児の状態が改善した際に、当該母体及び新生児を地域
|

周産期母子医療センターその他の地域周産期医療関連施設等

が受け入れる体制の確保を図るものとする。

ウ 近隣の都道府県等との連携
都道府県は、母体及び新生児の搬送及び受入れの状況を踏

まえ、近隣の都道府県等との広域搬送・相互支援体告1の構築
|

等、県域を越えた母体及び新生児の搬送及び受入れが円滑に

なお、この場合においては、切迫早産の治療が継続すると

きは母体の戻り搬送が必要となること、新生児は、家族が児
|

に接する機会を増やすため、戻り搬送の必要性が高いことに

配慮する必要がある。

工 関連施策との連携

、医療従事者の確保、救急医療、母子保健、児童福縫その他

周産期医療と密接な関連を有する施策との連携を図るよう配

慮するものとする。

オ 輸血の確保

、地域の関係機関との連携を図り、血小板等輸血用血液製剤

至緊急時の大量使用の場合も含め安定的に供給されるよう努

めなければならない。

(6)周産期医療体制整備計画の見直し

f 輸血の確保
血小板等成分輸血を含めた輸血の供給ルー トを常に確

保し、緊急時の大量使用に備えるものとする。

7 周産期医療システムの見直 し

…12¨



周産期医療体制整備計画については、おおむね 5年 ごとに調

査、分析及び評価を行い、必要があると認める場合には、周産

期医療体制整備計画を変更するものとする。

第 2 各論的事項

¬ 総合周産期母子医療センター
(1)機能
ア 総合周産期母子医療センターは、相当規模のMFICUを
含む産科病棟及びNIC∪ を含む新生児病棟を備え、常時の
母体及び新生児搬送受入体制を有し、合併症妊娠 (重症妊娠

自血圧症候群、切迫早産等)、 胎児・新生児異常 (超低出生

体重児、先天異常児等)等母体又は児におけるリスクの高い

妊娠に対する医療、高度な新生児医療等の周産期医療を行う

ことができるとともに、必要に応じて当該施設の関係該療科

又は他の施設と連携し、産科合併症以外の合併症 (脳血管障

豊]心疾患、敗血症、外傷等)を有する母体に対応すること
ができる医療施設を都道府県が指定するものである。

イ 総合周産期母子医療センターは、地域周産期医療関連施設
笠からの救急搬送を受け入れるなど、周産期医療体制の中核

として地域周産期母子医療センターその他の地域周産期医療

関連施設等との連携を図るものとする。

周産期医療システムについては、概ね 5年後を目途として検討

を加え、必要があると認める場合には、周産期医療体制の変更等

所要の措置を講ずるものとする。

第二 各論的事項
2 周産期医療システムの具体的内容
(可 )総合周産期母子医療センター

ア 機 能
(ア)総 合周産期母子医療センターとは、相当規模の母体・胎児
集中治療管理室を含む産科病棟及び新生児集中治療管理室を

含む新生児病棟を備え、常時の母体及び新生児搬送受入体制

を有し、合併症妊娠、重症妊娠中毒症、切迫早産、胎児異常

等母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医療及び高

度な新生児医療等の周産期医療を行うことのできる医療施設

をいう。

(イ )同 センターは、主として地域周産期医療関連施設からの
搬送を受け入れるとともに、周産期医療システムの中核と

して地域周産期医療関連施設との連携を図る。

(ウ)同 センターは、原則として周産期医療情報センターとし
ての機能を有するとともに、地域周産期医療関連施設の医

… 13-



(2)整備内容

ア 施設数
総合周産期母子医療センターは、原則として、三次医療圏

に一か所整備するものとする。

ただし、都道府県の面積、人口、地勢、交通事情、周産期

受療状況及び地域周産期医療関連施設の所在等を考慮し、三

次医療圏に複数設置することができるものとする。なお、三
′
 次医療圏に総合周産期母子医療センターを複数設置する場合
は、周産期医療情報センター等に母体搬送及び新生児搬送の

調整等を行う搬送コーディネーターを配置する等により、母

体及び新生児の円滑な搬送及び受入れに留意するものとする

イ 診療科目
総合周産期母子医療センターは、産科及び新生児医療を専

門とする小児科 (MFIC∪ 及びNIC∪ を有するものに限
る。)、 麻酔科その他の関係診療科を有するものとする。

ウ 関係診療科との連携
総合周産期母子医療センターは、当該施設の関係診療科と

日頃から緊密な連携を図るものとする。

総合周産期母子医療センターを設置する医療施設が救命救

急センターを設置している場合又は救命救急センターと同等

の機能を有する場合 (救急科、脳神経外科、心臓血管外科又

療従事者に対する研修を行う。

イ 整備内容
(ア )施設数
総合周産期母子医療センターは、原則と

圏に一か所整備するものとする。

ただし、都道府県の面積、人口、地勢、

期受療状況及び地域周産期医療関連施設の

、3次医療圏に複数設置することができる

して、三次医療

交通事情、周産

所在等を考慮し

ものとする。

(イ )診 療科目
総合周産期母子医療センターは、産科及び小児科 (母

体・胎児集中治療管理室及び新生児集中治療管理室を有

する。)、 麻酔科その他の関係診療科目を有するものと

する。

なお、総合周産期母子医療センターに小児外科を有し

ない場合には、小児外科を有する他の施設と緊密な連携

を図るものとする。

‥
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J循環器内科、放射線科、内科、外科等を有することをいう

二)は、都道府県は、その旨を医療計画及び周産期医療体制

整備計画に記載し、関係者及び住民に情報提供するものとす

る。また、総合周産期母子医療センターを設置する医療施設

が救命救急センターを設置していない場合又は救命救急セン |

ヨーと同等の機能を有していない場合は、

施設で対応できない母体及び新生児の疾月

⊇いて連携して対応する協力医療施設をE

医療体制整備計画に記載し、関係者及びt

ものとする。

工 設備等
総合周産期母子医療センターは、次に掲げる設備等を備え 1       総合周産期母子医療センターは、以下の設備を備える

|      ものとする。るものとする。

l     a 母体・胎児集中治療管I甲宇(ア)MFICU
MFIё Uには、次に掲げる設備を備えるものとする。 |    (e)母 体・語児集中治療管理EEは、必要に応じ個室とす

なお、MFIC∪ は、必要に応じ個室とするものとする。 |       ること:
① 分娩監視装置                  |    (a)分 娩監視装置

② 呼吸循環監視装置                |    (b)呼 吸循環監視装置

③ 超音波診断装置 (カ ラードツプラー機能を有するもの |    (c)超 音波診断装置 (カラードップラー機能を有するも
に限る。)                    |       のとする。)

④ その他母体・胎児集中治療に必要な設備      |    (d)そ の他母体・胎児集中治療に必要な設備

l     b 新生児集中治療管理室(イ )NICU
NICUには、次に掲げる設備を備えるものとする。

‐
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① 新生児用呼吸循環監視装置

② 新生児用人工換気装置
③ 超音波診断装置 (カ ラー ドップラー機能を有するもの
に限る。)

④ 新生児搬送用保育器
⑤ その他新生児集中治療に必要な設備

(ウ )GC∪
GCUに は、NIC∪ から退出した児並びに輸液、酸素投
与等の処置及び心拍呼吸監捏生置の生用を必要とする量生児

の治療に必要な設備を備えるものとする。

(工 )新生児と家族の愛着形成を支援するための設備

新生児を家族が安心して見守れるよう、NIC∪ 、CC∪ 等
への入室面会及び母軍L保育を行うための設備、家族宿泊設備

等を備えることが望ましい。

(オ)ドクターカー

医師の監視の下に母体又は新生児を搬送するために必要な

患者監視装置、人工呼吸器等の医療機器を搭載した周産期医

療に利用し得るドクターカーを必要に応じ整備するものとす

る。

(力 )検査機能

(a)新生児用呼吸循環監視装置
(b)新生児用人工換気装置

(c)保育器
(d)その他新生児集中治療に必要な設備
c 後方病室
母体・胎児集中治療管理室の後方病室 (母体・胎児集

中治療管理室において管理 していたもののうち、軽快じ

て管理の程度を緩めうる状態となった者及び同室にて管

理を必要とする状態に移行することが予想されるものの

現時点では管理の程度が緩やかでよい者並びに比較的リ

スクが低いか又は消失した妊婦、褥婦を収容する室を指

す。以下同じ。)、 及び新生児集中治療管理室の後方病

室 (新生児集中治療管理室より退出した児、及び点滴、

酸素投与等の処置を必要とする児を収容する室を指す。

以下同じ。)に必要な設備。

d ドクターカー

医師の監視のもとに母体又は新生児を搬送するために

必要な患者監視装置、人工呼吸器等の医療器械を搭載し

た周産期医療に利用しうるドクターカーを必要に応じ整

備するものとする。

e 検査機能
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血液-11検査、血液凝固系検査、生化学一般検査、血液ガ

ス検査、輸血用検査、エックス線検査、超音波診断装置 (カ

ラー ドップラー機能を有するものに限る。)による検査及び

分娩監視装置による連続的な監視が常時可能であるものとす

る。

(3)病床数

ア MFICU及 びNIC∪ の病床数は、都道府県の人口や当
該施設の過去の患者受入実績等に応じ、総合周産期母子医療

センターとしての医療の質を確保するために適切な病床数と

することを基本とし、MFICUの 病床数は6床以上、NI
CUの病床数は9床以上 (¬ 2床以上とすることが望ましい

。)と する。

ただし、三次医療圏の人口がおおむね 100万人以下の地
域に設置されている場合にあっては、当分の間、MFICU
の病床数は3床以上、NIC∪ の病床数は6床以上で差し支
えないものとする。

なお、両室の病床数については、以下のとおり取り扱うも

のとする。

(ア )MFIC∪ の病床数は、これと同等の機能を有する陣痛
室の壼塁を含めて算定して差し支えない。ただし、この場

合においては、陣痛室以外のMFICUの 病床数は6床を
下回ることができない。

(イ )NIC∪ の病床数は、新生児用人工換気装置を有する病

血液一般検査、血液凝固系検査、生化学一般検査、血

液ガス検査、エックス線検査、超音波診断装置 (カラー

ドップラー機能を有するものとする。)による検査及び

分娩監視装置による連続的な監視が常時可能であるもの

とする。

病床数

母体・胎児集中治療管理室及び新生児集中治療管理室の

病床数は、都道府県の人口等に応じ総合周産期母子医療セ

ンターとしての適切な病床数を確保することを基本とし、

母体・胎児集中治療管理室の病床数は 6床以上、新生児集

中管理室の病床数は9床以上 (12床以上とすることが望ま

しい)と する。ただし、3次医療圏の人口が概ね100万人以

下の場合にあってIよ 母体・胎児集中治療管理室の病床数

は 3床以上、新生児集中治療管理室の病床数は 6床以上と

する。

なお、両室の病床数については、以下のとおり取扱うも

のとする。

a 母体・胎児集中治療管理室においては、これと同等の
機能を有する陣痛室のベットを含めて数えることとして

差し支えない。ただし、この場合、陣痛室のベットを含

めない病床数は 6床を下回ることができない。

b 新生児集中治療管理室に係る病床数は、新生児用人エ

ウ

(ア )

‐
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床について算定するものとする。

イ MFICUの 後方病室 (一般産科病床等)は、MFIC∪

の 2倍以上の病床数を有することが望ましい。

ウ GC∪ は、NICUの 2倍以上の病床数を有することが望
ましい。

(4)職員

総合周産期母子医療センターは、次に掲げる職員をはじめと

して適切な勤務体制を維持する上で必要な数の職員の確促に努

めるものとする。なお、総合周産期母子医療士ンターが必要な

数の職員を確保できない場合には、都道府県は、当該医療施設

に対する適切な支援及び指導を行うものとする。

ア MFIC∪
(ア)24時 間体制で産科を担当する複数 (病床数が 6床以下

であって別途オンコールによる対応ができる者が確保され

ている場合にあつては 1名 )の医師が勤務していること。

(イ )MFICUの 全病床を通 じて常時 3床に 1名の助産師又
は看護師が勤務していること。

イ NICU
(ア)24時 間体制で新生児医療を担当する医師が勤務してい

ること。なお、NICUの 病床数が¬6床以上である場合
は、_24時間体需1で新生児医療を担当する複数の医師が勤

換気装置を有する病床について数えるものとする。

(イ )母 体・胎児集中治療管理室の後方病室は、母体・胎児集
中治療管理室の 2倍以上の病床数を有することが望ましい

(ウ)新 生児集中治療管理室の後方病室は、新生児集中治療管
理室の 2倍以上の病床数を有することが望ましい。

工 医療従事者
母体・胎児集中治療管理室及び新生児集中治療管理室は、

24時間診療体制を適切に確保するために必要な以下の職員

を確保することが望ましい。

(ア)母 体 =胎児集中治療管理室
a 24時 間体制で産科を担当する複数 (病床数が 6床

以下であつて別途オンコールによる対応ができる者が

確保されている場合にあつては 1名 )の医師が勤務し

ていること。

b 母体・胎児集中治療管理室の全病床を通じて常時 3
床に 1名 の助産師又は看護師が勤務していること。

(イ )新 生児集中治療管理室
a 24時 間体制で常時新生児を担当する医師が勤務し
ていること。
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務していることが望ましい。

(イ )常時 3床に 1名の看護師が勤務していること。     l      b 常時 3床に 1名の看護師が勤務していること。

|

|   (ウ )新生児集中治療管理室の後方病室ウ GCU
常時 6床に 1名の看護師が勤務していること。      1       常時8床に 1名の看護師が勤務していること。

|   (工 )分 娩室工 分娩室

原則として、助産師及び看護師が病棟とは独立して勤務し 1       助産師、看護師が病棟とは独立して勤務することを原
ていること。ただし、MFICUの 勤務を兼ねることは差し 1      則とする。ただし、母体・胎児集中治療管理室の勤務を

1      兼ねることは差し支えない。支えない。

オ 麻酔科医
麻酔科医を配置すること。

力 NIC∪ 入院児支援コーディネーター
NIC∪ 、GCU等 に長期入院している児童について、そ
の状態に応じた望ましい療育 `療養環境への円滑な移行を図

るため、新生児医療、地域の医療施設、訪間看護ステーショ

ン、療育施設・福祉施設、在宅医療・福祉サービス等に精通

した看護師、社会福祉士等を次に掲げる業務を行うNICU
入院児支援コーディネーターとして配置することが望ましい

(ア )NIC∪ 、GCU等 の長期入院児の状況把握
(イ )望ましい移行先 (他医療施設、療育施設・福祉施設、在

宅等)と の連携及び調整

(ウ )在宅等への移行に際する個々の家族のニー ドに合わせた
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支援プログラムの作成並びに医療的・福祉的環境の調整及

び支援

(工 )その他望ましい療育・療養環境全の整行に必塁な事項

(5)連携機能

総合周産期母子医療センターは、オープンシステム・セミ土

―プンシステム等の活用、救急搬送の受入れ、合同症例検討会

の開催等により、地域周産期母子医療センターその他の地域周

産期医療関連施設等と連携を図るものとする。

(2)地域周産期母子医療センター

2 地域周産期母子医療センター               |   ア 機 能

|  (ア )地 域周産期母子医療センターとは、産科及び小児科 (新(1)機能

ア 地域周産期母子医療センターは、産科及び小児科 (新生児 1     生児診療を担当するもの)等を備え、周産期に係る比較的

医療を担当するもの)等を備え、周産期に係る比較的高度な 1     高度な医療行為を行うことができる医療施設をいう。

医療行為を行うことができる医療施設を都道府県が認定する |

|

備えていないものであつても、地域周産期母子医療センター

として認定することができるものとする。         |  (イ )同 センターは、地域周産期医療関連施設と連携を図り、

イ 地域周産期母子医療センターは、地域周産期医療関連施設 1     入院及び分娩に関する連絡調整を行うことが望ましい。

等からの救急搬送や総合周産期母子医療センターからの戻り

搬送を受け入れるなど、総合周産期母子医療センターその他

2地域周産期医療関連施設等との連携を図るものとする。

ウ 都道府県は、各地域周産期母子医療センターにおいて設定
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された提供可能な新生児医療の水準について、医療計画及び

周産期医療体制整備計画に明記するなどにより、関係者及び
|

住民に1青報提供するものとする。

(2)整備内容

ア 施設数
地域周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療セン

ター 1か所に対して数か所の害1合で整備するものとし、コつ

又は複数の二次医療圏に 1か所又は必要に応じそれ以上整備

することが望ましい。

イ 診療科目
地域周産期母子医療センターは、産科及び小児科 (新生児

医療を担当するもの)を有するものとし、麻酔科その他関連

イ 整備内容
(ア)施 設数
地域周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療セ

ンター 1か所に対して数か所の割合で設けるものとし、 1

つ又は複数の 2次医療圏に 1か所ないし必要に応じそれ以

上設けることが望ましい。

(イ )診 療科目
産科及び小児科 (新生児診療を担当するもの)を有する

ものとし、麻酔科及びその他関連各科を有することが望ま

しい。

|ゆ 設 備

ウ

上繹

子匡疸センターは、次に掲げる聖上を上える

l      a 産科には、緊急帝王切開術等高度な医療を提供する

診療科を有することが望まししヽ。ただし、NICUを 備える

(ア )産科を有する場合は、次に掲げる設備を備えることが望 |       ことのできる施設及び以下の設備を備えることが望ま
ましい。 |         しい。
① 緊急帝王切開術等の実施に必要な医療機器     |     (a)分 娩監視装置

② 分娩監視装置                   |      (b)超 音波診断装置
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③ 超音波診断装置 (カ ラードップラー機能を有するもの
に限る。)                    |     (c)微 量輸液装置

|     (d)そ の他産科医療に必要な設備④ 微量輸液装置
⑤ その他産科医療に必要な設備           l      b 小児科等には新生児病室を有し、次に掲げる設備を

(イ )小児科等には新生児病室を有し、次に掲げる設備を備え 1       備える新生児集中治療管理室を設けることが望ましい
るNIC∪ を設けることが望ましい。         |       。

① 新生児用呼吸循環監視装置       _    |      |]1 鮮二[昌I整漫PI誓
装置

|     (c)保 育器② 新生児用人工換気装置
|     (d)そ の他新生児集中治療に必要な設備③ 保育器

④ その他新生児集中治療に必要な設備         |   (工 )医療従事者
1      以下の医療従事者を配置するよう努めることが望ましい(3)職員

地域周産期母子医療センターは、次に掲げる職員を配置する |      。
ことが望ましい。 l      a 産科及び小児科 (新生児診療を担当するもの)は、
ア 小児科 (新生児医療を担当するもの)については、24時 |       それぞれ24時間体制を確保するために必要な職員
間体制を確保するために必要な職員           l      b 産科については、帝王切開術が必要な場合 30分以
イ 産科を有する場合は、帝王切開術が必要な場合に迅速 (お 1       内に児の娩出が可能となるような医師及びその他の各

おむね30分以内)に手術への対応が可能となるような医師 1       種職員
(麻酔科医を含む)及びその他の各種職員        l      o 新生児病室には、以下の職員

ウ 新生児病室については、次に掲げる職員        |     (a)24時 間体制で小児科を担当する医師が勤務して

(ア)24時 間体制で病院内に小児科を担当する医師が勤務し |        いること。

|     (b)新 生児集中治療管理室には、常時 3床に¬名の看ていること。

(イ )各地域周産期母子医療センターにおいて設定した水準の 1        護師が勤務していること。
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断生児医療を提供するために必要な看護師が適当数勤務じ

ていること。

(ウ )臨床心理士等の臨床心理技術者を配置すること。

(4)連携機能
地域周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センタ

システム等の活用、合同症例検討会の開催等により、総合周産

期母子医療センターその他の地域周産期医療関連施設等と連携

を図るものとする。

3 周産期医療情報センター
(1)周産期医療1青報センターの設置

都道府県は、総合周産期母子医療センター等に周産期医療情

報センターを設置するものとする。

(2)周産期救急情報システムの運営
ア 周産期医療情報センターは、総合周産期母子医療センター
、地域周産期母子医療センターその他の地域周産期医療関連

施設等と通信回線等を接続し、周産期救急情報システムを運

営するものとする。

イ 周産期医療情報センターは、次に掲げる情報を収集し、関
係者に提供するものとする。

(c)後方病室には、常時 8床に 1名の看護師が勤務し
ていること。

連携機能

地域周産期母子医療センターは、産科に係る開放型病床を

保有するなど、地域周産期医療関連施設との連携機能を有し

、症例検討会等を開催することが望ましい。

オ 周産期医療情報センター
総合周産期母子医療センター等に、周産期医療情報センタ

ーを設置し、地域周産期母子医療センターと電話回線等によ

り接続することにより、周産期医療システムの運営に必要な

情報の収集を行うとともに、地域周産期医療関連施設、地域

住民等に対する情報提供、相談等を行う。

なお、本システムで収集された情報のうち、周産期医療の

状況把握に必要と認められる情報について項目を定め、定期

的に収集するとともに、これを周産期医療協議会へ報告し、

同協議会において協議の上、地域周産期医療関連施設等に公

表するものとする。

(ア)整 備内容
a 周産期救急情報システム (必置 )
周産期医療に関する診療科別医師の存否及び勤務状況、
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(ア )周産期医療に関する診療科別医師の存否及び勤務状況  1     病床の空床状況、手術、検査及び処置の可否、重症例の受 1
1     入れ可能状況並びに搬送に出向く医師の存否等に関する情(イ )病床の空床状況

(ウ )手術、検査及び処置の可否             1     報を収集、提供する。

(工 )重症例の受入れ可能状況              l    b 周産期医療情報システム

(オ)救急搬送に同行する医師の存否           1      周産期救急情報システムに加え、産科及び新生児の医療

(力 )その他地域の周産期医療の提供に関し必要な事項   |     に関する各種情報を収集整備し、地域における周産期医療

|  (ィ )F[][』11]価

を行うシステム「整備するよう努める
l    a コンピューター等による収集 (毎日定時及び随時必要なウ 情報収集・提供の方法

周産期医療情報センターは、電話、 FAX、 コンピュータ |     もの )
―等適切な方法により情報を収集し、関係者に提供するもの l    b 電話、FAX等による収集 (情報の変動が比較的少ない
とする。 |     もの)
工 救急医療情報システムとの連携            |  (ウ )情 報提供及び相談
周産期救急情報システムについては、救急医療情報システ 1      地域周産期医療関連施設等に対し、以下の情報提供及び
ムとの―体的運用や相互の情報参照等により、救急医療情報 1      相談を行う。
システムと連携を図るものとする。また、周産期救急情報シ l    a 周産期医療に関する基礎的知識、最新の技術及び地域周
ステムと救急医療情報システムを連携させることにより、総 1     産期医療関連施設から依頼された検査の結果
合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センターそ l    b 適切な受け入れ施設の選定、確認及び回答等
の他の地域周産期医療関連施設、救命救急センター、消防機

|

関等が情報を共有できる体制を整備することが望ましい。

4_搬送コーディネーター
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都道府県は、周産期医療情報センター、救急医療情報センター

等に、次に掲げる業務を行う搬送コーディネーターを配置するこ

とが望ましい。

ア 医療施設又は消防機関から、母体又は新生児の受入医療施
設の調整の要請を受け、受入医療施設の選定、確認及び回答

を行うこと。

イ 医療施設から情報を積極的に収集し、情報を更新するなど
二周産期救急情報システムの活用推進に努めること。

ウ 必要に応じて、住民に医療施設の情報提供を行うこと。
工 その他母体及び新生児の搬送及び受入れに関し必要な事
項

5 周産期医療関係者に対する研修
都道府県は1地域周産期医療関連施設等の医師、助産師、看護

力 周産期医療関係者研修
都道府県は、総合周産期母子医療センターにおいて、地域

周産期母子医療センター、地域周産期医療関連施設等の医師

師、搬送コーディネーター、NIC∪ 入院児支援コーディネータ |    、助産師、看護師及び准看護師に対し、周産期医療に必要な
―等に対し、地域の保健医療関係機関・団体等と連携し、総合周 専門的・基礎的知識、技術を習得させるため、到達目標を定

産期母子医療センター等において、必要な専門的・基礎的知識及 |    め、その研修を行う。
び技術を習得させるため、到達目標を定め、研修を行うものとす

|

|   (ア )目  標る。

l    a 周産期医療に必要とされる基本的な知識、技術を習得さ(1)到達目標の例

ア 周産期医療に必要とされる基本的な知識及び技術の習得  |     せる。
イ 緊急を要する母体及び新生児に対する的確な判断力及び高 l    b 緊急を要する患者に対する的確な判断力及び高度な技術

|     を習得させる。度な技術2習得
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c 地域周産期母子医療センターの医師に対しては、最新の

医学的技術を習得させる。

(イ )研 修の内容
a産 科

|    (a)胎 児及び母体の状況の適切な把握と迅速な対応ア 産科
(ア )胎児及び母体の状況の適切な把握と迅速な対応    |    (b)産 科シヨックとその対策

(イ )産科シヨックとその対策              |    (C)妊 産婦死亡とその防止対策

(ウ )妊産婦死亡とその防止対策             |    (d)帝 王切開の問題点

l    b 新生児(工)帝王切開の問題点

イ 新生児医療
(ア )ハイリスク新生児の医療提供体制

(イ )新生児関連続計・疫学データ

(ウ )新生児搬送の適応                 |    (a)新 生児蘇生法

|    (c)ハ イリスク新生児の迅速な診断(工 )新生児蘇生法

(オ )ハイリスク新生児の迅速な診断           |    (d)新 生児管理の実際

|    (e)退 院後の保健指導等(力 〉新生児管理の実際

(キ )退院後の保健指導、フォローアップ実施方法等    |    (b)新 生児の緊急手術

ウ その他
(ア )救急患者の緊急度の判断、救急患者の搬送及び受入ルー

ル等

(イ )他の診療科との合同の症例栓]金爵 l (3)小 児専門医療施設及び特定機能病院の役割
小児専門医療施設及び特定機能病院は、総合周産期母子医療

センター、地域周産期母子医療センタ=及び関連各科との連携
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のもとに専門的医療を行い、必要に応じ医療法第 30条の 4第
2項第 11号に規定する区域 (以下「3次医療圏」という。)
を越えてこれを提供する。

6 医療計画における留意事項
医療法第30条の4第 2項第 10号に規定する区域 (以下「2
次医療圏」という。)における病院の病床数が、医療計画におけ
る定められた当該 2次医療圏の必要病床数に既に達しているか、

又は、当該申請に係る病院の病床数の増加若しくは病床の種別の

変更によつてこれを越えることとなると認められた場合、医療法

第30条の 11に規定する勧告の対象となる。
しかしながら、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子

医療センターにおける母体・胎児集中治療管理室及び新生児集中

治療管理室の病床は、その内容及び2次医療圏の状況によつては

、医療法施行規則第30条の32の 2第 1項第3号の病床に該当
する場合があり、この場合には必要病床数とみなすことができ、

勧告の対象から除外される。
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平成 21年 3月 4日

周産期医療と救急医療の確保 と連携に関する懇談会 報告書

～周産期救急医療における「安心」と「安全」の確保に向けて～

第 1 は じめに

救急医療は直接患者の生死に関わる医療で、我が国のすべての地域において万全の提

供体制を整える必要がある。しかし現状は、平成 20年 10月 に東京都で起きた事例等

にもみられるように、解決すべき様々な問題を抱えており、国民が真に安心できる救急

医療体制の整備を行うことはまさに緊急の課題と言える。

中でも、周産期救急医療は少子化対策の観点からもその体制整備が急がれており、国

民が安心して出産に臨める医療環境の実現に向けて効果的な施策の実行が求められて

いる。周産期救急医療には母体・胎児の救急医療と新生児の救急医療があり、それぞれ

の特徴を明確に認識しつつ体制整備の検討を行 うことが必要である。

日本の新生児死亡率はすでに 1980年 代から国際的に最もすぐれた成績に至1達し

ている (「人口動態統計」厚生労働省)。 この成果は長年に亘る地域における新生児集

中治療管理室 (以下、「NICU」 という。)の整備 と、母体搬送・新生児搬送という

施設間連携医療体制の普及によつて得られたものである。中でも、低出生体重児をはじ

めとするハイリスク新生児の出生数が急速に増加 (10年前の約 1.5倍に増加 :厚生

労働科学研究)している近年の悪条件にも関わらず新生児死亡率を低下させ続けている

のは、我が国の新生児医療の力によるものであると言える。しかしながら、同時に、こ

のハイリスク新生児の増加による新生児医療提供体制の不備も明らかとなつてきた。現

実に 1年間に約 4万人の疾病新生児・低出生体重児が新生児集中治療を必要 とする等の

需要の増大に対する対策が必要になっている。

一方、妊産婦死亡率 (出産 10万対)も戦後濠1的に改善した。 1955年 に 161.

7であったものが2007年 には 3.1にまで低下し、日本は現在国際的にも妊産婦死

亡率の最も低い国の一つに数えられている。特に、施設分娩の普及や輸血体制の整備及

び周産期医療対策事業の推進等の成果として、通常の産科疾患による死亡は著しく減少

している (「人口動態統計」厚生労働省)。 その結果、一方で、元来頻度の低い脳血管

疾患など、産科だけでは対応困難な間接原因による母体死亡が顕在化してきており、今



後、さらに妊産婦死亡率を改善するためには、早急に関連診療科 (脳神経外科、心臓血

管外科、麻酔科、救急科等)と の連携など具体的な対策を立てることが必要である。

周産期救急医療体制はこれまで医療機関相互の連携を中心に整備されてきた。また、

母体救急疾患は母体と胎児・新生児の診療を同時に行うという特殊性があり、周産期医

療体制は従来から一般の救急医療とは別に構築されてきた経緯がある。すなわち、平成

8年度から予算化された周産期医療対策事業により、都道府県が設置し現場関係者も参

カロする周産期医療協議会で総合的に計画され、産科と新生児の医療を中心とした総合周

産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センター (以下、「周産期母子医療セン

ター」という。)の整備が各者
`道

府県において進められてきた。それによって構築され

てきた医療体制を維持・発展させることは今後も継続しなければならない。一方、周産

期母子医療センターの中には、一般救急及び関連診療科 (脳神経外科、心臓血管外科、

麻酔科等)が併設されておらず、通常の産科疾患の診療はできても、合併症を有する妊

婦の救急患者に対応できない施設が存在する。また、産科救急患者の受け入れにはNI
CUの充実が必要であるが、近年、NICUの 不足と新生児専門医の不足、担当スタッ
フの労働条件の悪化等により受入能力の低下が顕著になつている。妊婦の救急患者llltt送

体制の改善にあたっては、これらの問題も略まえて検討する必要がある。

本懇談会では、前述した東京者Fの事例を検 lIし、抽出された問題点を整理した上で、

今後の日本における周産却]医療と救急医療の確保と連携のあり方、及び課題rrlF決のため

に必要な対策について検討したざ関連領域の専門家と市民代表の委員が議論を重ね、さ

らに参考人として有識者を招請して広範な視点からの意見を加え、今般、以下の提言を

取 りまとめたのでここに報告する。

第 2 現状の問題点

1 周産期救急医療を担うスタッフの不足

(1)産科医不足

東京都東部の事例で母体搬送が遅延した原因のひとつとして、当初受入要請のあった

総合周産却1母子医療センターの産科当直体制が完備していなかつたことが挙げられる。

この背景に、産婦人科の医師数が全体として減少している中で、勤務が特に過酷な産科



(周産期医療)に従事せず婦人科に専従する医師、あるいは出産や育児を機に離職又は

休職せざるを得ない女性医師の害1合が増えている実情がある。早急な対策を講じなけれ

ば、今後、現場の産科医不足が更に悪化する可能性がある。

(2)新生児医療担当医不足

新生児医療は急速に発達してきたが、その医療を担当する医師は絶対的に不足し、そ

れが最適の周産期医療体制を構築するための障壁となっている。NICUは 独立して当

直体制または交代勤務体制を維持する必要があるが、十分な人数の新生児医療担当医を

確保できていない施設が少なからず存在する。また、新生児科は標榜科として認められ

ておらず、新生児医療の専門医養成を行 う講座を有する大学医学部も数えるほどしかな

い。これまで新生児医療は小児科の一領域として発展してきたが、高度医療である新生

児医療に対する需要が高まる中で、専門的に担当する医師を養成し、医療現場に供給す

る体制整備が必要である。

(3)麻酔科医不足

手術麻酔における麻酔科医の重要度が高まっているにもかかわらず、現在、麻酔科医

は絶対的に不足している。周産期医療分野でも、麻酔科医不足は深刻で、帝王切開術の

麻酔を産科医が施行することも少なくない。特に、予定手術よりも母児のリスクが高い

緊急帝王切開術が多く実施される周産期母子医療センターにおいては、麻酔科医の確保

が強く求められているが、現状では十分に対応できていない。

(4)救急医療を担う医師の不足

救急科専門医は、三次救急医療施設である救命救急センターとごく一部の二次救急医

療施設に勤務しているものの、その絶対数は少なく、全国の二次救急医療施設のほとん

どが専門医を確保できていない。我が国の救急診療の多くは、急性心筋梗塞、脳血管障

害及び外傷など急性傷病の種類に応 じ、各診療科医師が一般診療との兼務によって担わ

れているのが実態である。しかし、その各診療科医師達も過重労働、救急医療の高度化

および医療訴訟に対する危惧から救急診療を敬遠する傾向にある。この結果、救急医療

を担う医師の絶対数が不足している。



(5)分娩を取 り扱う助産師の不足

地域においては、合併症のない妊産婦及び新生児のケアを担う助産師が不足している。

また、院内助産所 。助産師外来の普及やハイリスク妊娠 。出産の増加とともに、助産

師の保健指導等への関与がこれまで以上に必要となっている。

(6)新生児医療を担 う看護師の不足

新生児医療現場は常時 3床当たり1名 の看護師配置が求められるNICUと 、常時 8
床当たり1名 の看護師配置が求められるGCU(NICUに 併設された回復期病室)か
ら構成されている。新生児医療ニーズに比してNICUの 絶対数が不足している地域で
は、NICUは 1亘常的に満床の状態にあり、NICUへ の新規入院患児が出ると,NI
CUで管理している児をGCUに移して対応している実情がある。このためGCUに お
いてもNICUと 同等の高い看護レベルと看護師配置が求められるが、それに対応でき
る看護職員が不足している。一方で、NICUに 空床がある場合でも、看護職員の配置
ができずに縮小して運営している施設も存在する。

2 周産期医療機関の機能と相互連携の問題

周産期母子医療センターはハイリスク患者を多く取り扱 うべく整備されてきたが、地

域のニーズ増大に対して、妊産/1if救急症例及び低出生体重児、疾病新生児の受入能力が

不足している。この患者受入能力の不足は、医療スタッフの不足と受入可能病床の不足

が主な原因である。特にNICUは 恒常的に満床かそれに近い状態にあり、これが周産

期救急患者の受け入れを困難にしている。

周産期母子医療センターにおける空床確保の困難に拍車をかけている要因として、周

産期母子医療センター以外の施設でも対応可能な1堡症例が周産期母子医療センターに

搬送される傾向が強まつていることが挙げられる。これには、医師不足等により周産期

母子医療センター以外の地域の中核病院の機能が低下していることに加えて、医療機関

が未受診妊婦などの医学的・社会的ハイリスク妊婦の受け入れを疇躇する傾向や、結果

責任を問われることへの不安及び患者の大病院志向が関与している。

さらに、分娩施設の急激な減少により、地域によつては周産期母子医療センターに正

常分娩が集中し、それがハイリスク患者のための空床確保を困難にしている。また、N
ICUが満床となる理由には、低出生体重児の出生増加によって、NICU需 要が拡大
していること、また、NICU退 室後の重症児に対する支援体制が十分でないことなど

4



から、NICUか ら退室できずに長期入院を続けている重症児が存在することなどもあ

る。

一方、医療スタッフの不足は、必要な当直医師数の確保などを困難にし、当直医が一

人の患者の診療に当たつていれば、新たな救急患者が受け入れられない状況も生じてい

る。

これらのことが重なって、多くの地域で周産期母子医療センターがその機能を十分に

果たせない実情がある。総合周産期母子医療センターが一施設のみの地域においては、

当該センターがかろうじてその機能を果たしている場合も多いが、総合周産期母子医療

センターが複数存在する大都市では、多数の患者を複数の総合周産期母子医療センター

で分担して受け入れる体制をとる必要があり、そのために結果として搬送先の選定に時

間を要する事例が発生している。また、ベッド不足や人員不足には地域間格差が存在し、

地域内での患者受入能力が不十分な地域では隣接県の施設に依存せざるを得ない状況

も存在する。特に、首都圏では県境を越えての搬送が常態化しており、より広域の連携

の必要性も生じている。

3 周産期救急医・・Aと一般救急医療の連携の問題

周産期医療体制は一般産科救急医療と胎児・新生児救急医療の範囲では、ほぼ自己完

結的に対応することが可能で、特に新生児に関するネットワークは比較的順調に運用さ

れてきた。一方、母体救命救急においては、一般救急医療及びその関連診療分野との連

携が受入体制の確保のため極めて重要であるが、現状は十分な体制が確保されていると

はいえない。周産期母子医療センター等に母体救命救急に対応可能な体制が併設されて

いる施設でも、施設内での適切な連携体制が取られていない場合がある。また、同一施

設に一般産科救急と新生児救急のいずれかが存在せず、施設間連携がZ、要な地域におい

ても、その連携体制が十分整備されていないところが存在する。

周産期救急患者に適切に対応するためには、初期、二次周産期医療機関において、個

別症例ごとに、通常の周産期医療体制によつて対応するか、母体救命救急症例として対

応するかを判断する必要があるが、その判断基準について地域の医療機関と消防機関と

の間でコンセンサスが形成されていない。



4 情報システムの問題

周産期救急情報システムは、情報の更新を各医療機関に依存しているため、常にリア

クレタイム情報が提示されているとは限らず、緊急時に必ずしも有用でない場合がある。

また、情報のセンター化が遅れている地域や情報の迅速活用ができていない地域も存在

する。さらに、情報システムが都道府県ごとに別個に運営されているため、閲覧できる

受入可能な医療機関の情報が県内に限られてしまい、県内の医療機関の受入能力が不足

している地域では、搬送先の選定に困難を生じる場合がある。

また、周産期医療体制構築の経緯が既述の背景を持つことから、半数以上の都道府県

で一般救急のための救急医療情報システムと周産期救急情報システムがそれぞれ独立

して運用されている。そのような地域では、母児両方に適切な医療を提供できる受入医

療機関の選定を円滑に行えない場合がある。

5 妊産婦死亡の実態が不明

妊産婦死亡は、死亡診断書の記載時に、死亡と妊娠が関係づけられない場合には、統

計上把握できない。間接死亡等の症例を含めれば、我が国の妊産婦死亡率は死亡診断書

から推定される数値よりも35%高い値になることが指摘されている (厚生労働科学研
究)。 妊産婦死亡に関するデータを、標準的診療の設定、医療体制の改善及び疾病予防

に正しくフィー ドバックできるように、死亡診断書の記載内容のあり方を見直し、正確

な妊産婦死亡の実態を把握する必要がある。

6 社会的ハイリスク妊婦の実情が不明

妊娠中に産科医療機関を受診していない患者は、妊娠に関する基本情報がない。妊婦

健診未受診の背景に社会的経済的ハイリスク要因が指摘されているが、合併症を有する

頻度が高く医学的にもハイリスクである。このため、未受診妊婦を含めた社会的ハイリ

スク要因を明らかにし、必要な対策を計ずる必要がある。

第 3 基本的な方針 (検討における大前提 )

具体的な検討を行うに際し、議論の方向性を集約化するため、以下のような方針を大

前提とした。



1 国の責務

少子化社会にあって、妊産婦・胎児・新生児を対象とする周産期医療が明日の日本社

会を構築する基盤であるという認識のもと、政府として万全の体制を整備 していくとい

う意思を表明し、この領域における医療の「安全」と子を産み育てることへの国民の「安      _́

心」と「希望」の確保を最優先することを国の責務とする。

周産期医療は、複雑な医療提供体制の中の一部であり、周産期医療のみを視野に入れ       
‐

た全国画―的な対応では問題の解決が困難であることを自党し、医療提供体制全体を捉

えた上で、机上の空論に陥らず、現状を十分に踏まえた解決方法を模索しなければなら

ない。

医療提供体制は、都道府県が責任を持って構築すべきものであるが、国は日本全体を

見据えた方向性を示す責務がある。

国は、厳しい財政状況ではあるが、財源確保に努めつつ、医療現場に過度の負担がか

かることのないよう、必要な財政支援や診療報酬上の措置等の対策を検討すべきである。

2 地域の役割

医療提供体制は地域ごとにそれぞれ異なった特性を有しており、国としての総括的な

対応にカロえ、それぞれの地域においてその特性を踏まえた効果的な対策を講じなければ

ならない。地方自治体や地域の医療コミュニティが動かなければ、問題は解決しないこ

とを念頭に置くべきである。

特に地方自治体は周産期救急医療体制が抱えている問題を正しく認識 し、各種政策課

題の中でその問題解決の優先度を適切に決定する責任がある。

地方自治体は、地域における医療コミュニティとの連携を密にし、上記課題に対する

対策を検討する必要がある。その際、社会的ハイリスク妊婦の対策についても併せて検

討する必要がある。

3 医療現場の役割

医療機関の管理者は、周産期医療と救急医療の諸問題の重大さを認識 し、その解決に

向けて努力しなければならない。

医療機関においては、医療の高度化と専門化により診療科別あるいは臓器別の医療に

流れがちであるが、救急医療では多くの診療科の連携が不可欠である。これは周産期救



急医療においても同様であり医療機関の管理者は、産婦人科、小児科 (新生児)、 麻酔

科、救急医療に関連する診療科及び救命救急センター等が協働 して診療できる体制の構

築に努める必要がある。

一方、医療従事者は、医療に関わる様々な問題について自らもその原因を抽出すると

ともに、国及び地方自治体に対して情報を発信し解決を目指した提言を行うべきである。

また、救急医療では各診療科に関わる医学的知識と診療行為が必要であり、周産期に生

じる急性病態についても、各診療科が協力 してデータを集積、分析し、研究を進めてい

く必要がある。

4 国民、地域住民の協力

より良い医療体制を保持するためには、地域住民の理解と協力が不可欠であり、患者

側からの視点による問題点の指摘や要望の発信を行うなど、周産期医療、救急医療の体

制向上への国民の積極的な関与が期待される。

第 4 周産期救急医療体制についての提言
上記前提を踏まえつつ、周産期救急患者 (妊産婦救急及び胎児 。新生児救急)の受け

入れが迅速かつ円滑に行われる体制を構築し、それらの体制を国民に対して広くわかり

やすく提示し、もって国民の安心と安全を確保するため、本懇談会は国に対し以下の体

制整備の推進を提言する。

1 現状の把握及び情報公開

地域における搬送事例等の分析を綿密に行い現状把握に努める。それらの情報把握の

あり方等については、地方自治体及び総務省消防庁とも連携し、その詳細を早急に検討

する。なお、現に国が保有する各種統計調査のデータ等についても、積極的な活用のあ

り方を検討する。

2 関係者間の連携
の の

日に、救急・周産期医療等対策室を設置)に努める。併せて、総務省消防庁との連携に



ついても、継続的な協力体制を確保する。また、都道府県も同様に担当部門間の連携体

制の確保に努める。

医療現場においても、救急医療部門と周産期医療部門 (妊産婦救急及び胎児 。新生児

救急)及びその関係部門 (脳神経外科、心臓血管外科、麻酔科等)の連携を推進する。

なお、これについては、日本産科婦人科学会 。日本救急医学会による「地域母体救命救

急体制整備のための基本的枠組の構築に関する提言」 (平成 20年 11月 18日 )を参考

とする。また、都道府県は、上記連携を強化して地域の実情に即した母体救命救急体制

を整備するため、早急に検討の場を設ける。

救急医療施設と後方施設との連携を強化する。これについては、NICUに 長期入院

している児童への対応に関し、平成 19年 12月 26日 に4局連名通知 (医政発第

12260006号、雇児発第 1226004号、社援発第 1226002号、保発第 1226001号 )力 発`出

されたところであるが、その効果を検証するとともに、更なる有効な対策を検討する。

以上を達成するためには、行政組織や医療機関における “縦割 り"を解消する必要が

ある。

3 医療機関のあり方と救急患者の搬送体制

(1)医療機関の機能のあり方

冒頭に既述したように、産科領域以外の急`性期疾患を合併する妊産婦の診療という点

では、これまで十分な体制整備がなされてこなかったことから、今後は、現在の周産期

医療機能を損なうことなく、産科領域以外の急性期疾患を合併する妊産婦にも最善の医

療が提供できるよう、周産期医療対策事業の見直 しを行う。

また、以上の内容を考慮し、地域のニーズに沿うよう幅を持たせつつ、中長期的視点

にたつて周産期母子医療センターの指定基準を見直す。なお、各周産期母子医療センタ

ーは、現状で提供可能な診療機能を明示し、病態に応じた搬送先選定の迅速化に役立て

る。

(周産期母子医療センターの分類例 )

・ 総合周産期母子医療センター (母体 。胎児 。新生児型)[MN型 総合周産期センタ

ー
]

産科 。MFICU・ 小児科 (新生児)。 NICU(小 児外科・小児心臓外科 )

救命救急センター・麻酔科・脳神経外科・心臓外科等



・ 総合周産期母子医療センター (胎児・新生児型)[N型 総合周産期センター]
産科 もMFICU・ 小児科 (新生児)。 NICU(小 児外科・小児心臓外科)・ 麻

酔科

・ 地域周産期母子医療センター (母体型)[M型 地域周産期センター]

産科・小児科 (新生児)・ 救命救急センター・麻酔科・脳神経外科・心臓外科等

・地域新生児搬送センター [N型地域周産期センター]

小児科 (新生児)・ 関連診療科 (地域における新生児搬送及びそのコントロール機能

を有する)

上記のオ,「想に沿つて体制整備の詳細を検討する。その際、既存の周産期医療提Jt体制

に支障を来すことのないよう配慮しつつ、地域のニーズや症例数に見合つた施設の配置

を検討する。

なお、特に需要の多い都市部では、産科、小児科 (新生児)、 麻酔科、救急医療の関

連診療科 (Л蛍神経外科、循環器内科、心臓外科など)を有し、l・t命救急センターを併設

し、必要な設備及び人員を揃えた適正な規模の医療機関の整備を進める。この場合、2

4時間患者を受け入れる体制のため空床確保などが必要であるが、病院の運営上は不採

算となることが予想される。それに対し、また、医療機関が積極的に救急患者の受け入

れを行うためにも、当該医療機関に経済的負担が掛からないような支援策を検討する。

また、都道府県は、周産期母子医療センターの整備を進める際、地理的不均衡や機能的

問題が生じないよう適切に配置する。

(2)救急医療・周産期医療に対する財政支援とドクターフィー

妊産婦の積極的な受け入れを推進するため、周産期母子医療センターに対して、周

産期医療に関する診療実績を客観的に評価する仕組みの検討が必要である。

医師に対しては、産科医 。新生児医療担当医だけでなく、麻07L科、救急科、脳神経

外科、循環器内科等、関連診療科医師の周産期医療に関わる活動、救命救急センター

における医師の活動、また、他医療機関に出向いての応援診療や新生児の迎え搬送等
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に対しドクターフィーのあり方を検討する。また、人員確保が困難な周産期医療に携

わる助産師、看護師等に対する適正な評価も検討する。

医療機関に対しては、救命救急センター及び二次救急医療機関での関連診療科にお

ける妊産婦受入を推進するため、支援策を検討する。また、減少が続く初期 。二次産

科医療機関の周産期医療からの撤退を防ぐために、出産育児一時金の引き上げ等の措

置を行 う。

上記の支援策については、診療実績等の客観的な評価に基づき講じられるべきであ

る。

(診療実績の評価項目の例 )

○母体について

・ ハイリスク妊娠・分娩取扱数

・ 母体搬送の受入実績

・ 母体救命救急症例受入実績

○胎児・新生児について (新生児領域 )

・ 1000g未満児の取扱数

・ 1500g未満児の取扱数

・ 母体搬送の受入実績

。 新生児の受入実績

・ 新生児搬送 (迎え搬送、三角搬送、戻り搬送※)の実績
・ 新生児外科手術件数

※ 迎え搬送 :受入医療機関の医師が救急車等で依頼元医療機関へ行き、新生児と同乗して自らの医療機
関に搬送すること

三角搬送 :周産期母子医療センター等の医師が救急草等で依頼元医療機Fllへ行き、新生児と同乗して

他の受入医療機関に搬送すること

戻り搬送 :状態が改善した妊産婦又は新生児を受入医療機関から搬送元医療機関等に搬送すること

なお、医師が必要に応じて、複数の医療機関で医療行為を行 うことができ、かつ、そ

の活動が適切に評価される環境を整備するため、公務員である医師の兼業規程の運用を

周知するとともに、その支援策を検討する。



(3)地域におけるネットワーク

周産期救急医療の提供体制整備のためには、地域に根ざしたネットワークを構築する

ことが重要であり、この地域ネットワークの構築には、周産期医療に関わるすべての医

療機関及び医療従事者、保健福祉施設及び担当者、地域の保健医療行政の担当者及び地

域住民の協力が必要である。

初期対応と初期救急

・ 都道府県及び市町村は、それぞれの地域において、診療所・助産所を含む初期・

二次の産婦人科医療機関による救急患者の初期対応と受入状況を把握する。

・ 初期対応 。受入能力の低下している地域においては、二次医療機関は初期医療機

関の協力を得て休日夜Fllの診療体制を強化し、必要に応じて1倫番制の整備等を推進

する。この場合、産科初期救急患者の多くを占める妊娠初期]の異常は産科医療と婦

人科医療に区別することが困難であることから、妊娠初期に症状を訴える忠者に対

しては、その鑑別にこだわらず、周産期初却1救急として適切に対応する必要がある。

・ 初期対応のための周産期医療ネットワークについては、地域の需要や患者の利便
性も考慮した体制を確保する。

・ 他の診療分野の救急医療体制との連携を図り、産科以外の合併症疾患等への対応

も円滑に行われる体制とする。

② 高次医療機関の機能の強化と維持
・ 都道府県は、地域内のハイリスク妊産婦の管理・治療が適切に行われるように、
周産期母子医療センターの人員及び設備の3負化を図る。

・ 都道府県及び地域の医療関係者は、救急患者に関わる医療情報システムを整備し、

初期・二次及び二次の産科医療機関の間で、各医療機関の診療機能や受入状況等の

情報の共有化を進めるとともに、その情報の有効活用を促進する。

・ 初期。二次の産科医療機関は、軽症及び中等症の患者への救急対応に関する相応
の役害1を分担し、総合周産り1母子医療センターの重症救急患者の受入能力の確保に

協力する。

・ 総合周産期母子医療センターが受け入れた妊産婦及び新生児を、状態が改善した

時に搬送元医療機関等に搬送する体制 (戻 り搬送)を促進する。

国及び都道府県は、上記の体制整備に対して必要な支援策を検討する。



(4)医療機関等におけるリソースの維持・増強

① NICUの 確保

周産期母子医療センターにおける搬送患者受入困難の主因がNICUの 満床にある

ことから、その解消を図ることが重要である。

低出生体重児の増加及び長期医療を必要とする新生児の増加等によって、近年NIC

Uが著しく不足していることを認識 し、平成 6年度の厚生科学研究において提示された

NICU必 要病床数、出生 1万人対 20床 を見直す必要がある。
・ 都道府県は、出生 1万人対 25～ 30床を当面の目標として、地域の実情に応

じたNICUの 整備を進める。NICUの 規模については、現状の人的資源、

勤務者の労働条件、患者の利便性等を考慮して最適化を図り、設置にあたって

は闇雲に分散させることは避ける。

・ 増床したNICUの 適正運用のため、新生児医療を担 う医師及び看護師の確保

に努め、その対策として、例えば、新生児科の標榜や専門医の広告を認めるこ

とや、専門看護師や認定看護師の取得を推進する。

② 後方病床拡充とNICUに 長期八院している重症児に対する支援体制の充実

重度の呼吸障害等のため家庭に戻れずNICUに 長期八院している重症児に対し、一

人ひとりの児童にふさわしい療育・療養環境を確保するため、地域の実情に応 じ、GC

U、 重症児に対応できる一般小児病床、重症心身障害児施設等の後方病床を整備するこ

とが必要である。人員、設備ともに不十分な状況にある後方病床を整備し、NICUに

入院している児童にとってふさわしい療育 ,療養環境への移行を促すことにより、NI

CUの有効利用を可能とする。

このため、GCUや 一般小児病床等への手厚い看護職員配置など対応能力の強化や地

域の実情に応じて重症心身障害児施設等の後方病床の整備の支援を進める必要がある。

加えて、退院した重症児が安心して在宅療養できるよう、地域における一時預かリサ

ービスの充実や訪問看護ステーションの活用促進に向け、その整備への支援を進める。

併せて、緊急入院に対応できる病床の確保やレスパイ トケアのために、例えば一般小児

科病床の活用なども重要であり、独立行政法人国立病院機構をはじめとして全国の施設

において短期入所病床を整備することに対する支援が求められる。
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また、患者ニーズと地域の医療・福祉サービス等の支援の詳細を熟知しており、退院

を支援する担当者 (NICU入院児支援コーディネーター)を、総合周産期母子医療セ
ンター等が配置することを支援する。

③ 人的リソースの維持・拡充

医療現場において医療関係者は現在きわめて過酷な条件下での勤務を余儀なくされ

ている。この過酷な勤務の現状を放置したままで高度な医療対応のみを求めれば、医療

関係者はさらに疲弊し、現場から離脱することが懸念される。それにより、医師不足、

助産師不足、看護師不足や、初期分娩施設の減少が一層進み、既存の周産期医療提供体

制の維持自体が困難になることは明らかで、人的リソースの維持・拡充はまさに喫緊の

課題である。このため、諸外国の事例も参考にしつつ、以下に掲げる方策について検討

し、そのための支援策を検討する。

・医師の確保

周産期救急医療に従事する医師がや りがいを感じつつ勤務を継続できることが妊

婦と新生児の生命を守ることに直結しているとの認識を持たなければならない。

産婦人科医に限らず、新生児医療担当医、麻酔科医、救急医などの実際に診療を行

う医師を含め、時間外勤務、時間外の救急呼び出し対応 (オンコール対応)等につい

て、十分な実態把握調査を行い、適切に処遇するための医師の手当等に対する支援策

を検討する。

一方、医師確保のためには、当直翌日の勤務緩和、短時間正規雇用や交代勤務制等

による勤務環境の改善を積極的に推進することが極めて重要である。そのためには、

各医療機関が設定する定員数の増加が不可欠で、例えば、24時間集中治療を提供し

ているNICUで は、新生児医療担当医の定員を 7名以上とすることが必要である。
麻酔科医についても機能に応じて各医療機関において必要な人員を定員化する必要

がある。

また、新たに産科医や新生児担当医を目指す若手医師に対する支援、新生児科の標

榜や専門医の広告を認めること等が必要である。国及び都道府県は、大学や学会等が

行う医師養成・確保事業への支援など、周産期医療を支える医師の確保・育成に取り

組む必要がある。
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・助産師の確保

診療所等に勤務する助産師の確保や地域で妊産婦の保健指導を行う要員等として

の助産師の確保が必要である。また、病院においては助産師による妊婦健康診査 (助

産師外来)や、チーム医療としての院内助産所を推進する必要がある。このためには、

地域における助産師の確保や助産師の養成を推進するとともに、教育を充実させ助産

師の資質の向上を図る必要がある。

約 2万 6千人いる潜在助産師の発掘や他科に勤務する助産師を産科に呼び戻すこ

と、また、助産師が充足している施設から不足している施設への出向を推進する体制

を構築することなども確保策の一つである。          ・

・看護師の確保

周産期医療に携わる看護師、特にNICUの 看護師の不足を緩和するため、看護師

が専門性を高め安全に看護に当たるための研修・教育の機会を確保することも重要で

ある。特にNICUに 関係する認定看護師等の専門性の高い看護師の養成や訪問看護

師の重症心身障害児等に対する看護研修の強化が必要である。

・女性医師の勤務継続支援

離職防止及び産体・育休後の復職支援のため、院内保育所や病児 。病後児保育の整

備を促進するとともに、現存する種々の保育サービスの利用を支援する必要がある。

また、短時間正規雇用や交代勤務制の導入等を進め、女性医師が継続して勤務できる

環境を整備する。

・救急隊員のスキルアップ

妊産婦や新生児の搬送に関わる救急隊員のスキルアップのため、メディカルコント

ロール体制の下で、救急隊員と医療関係者の連携を強化する。地域メディカルコン ト

ロール体制を通じた救急隊員の訓練・教育に、周産期関係者が積極的に参加すること

が求められる。

・医師事務作業補助者の配置

医師・助産師・看護師等が、それぞれの業務に専念できるよう、医師事務作業補助

者を必要数配置する。
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4 救急患者搬送体制の整備

(1)母体搬送体制

母体搬送には、妊産婦救急のための搬送と胎児及び出生後の新生児の治療のための搬

送がある。特に母体救命救急に対しては、病態に応じた搬送体制の整備が急がれ、以下

の対応が求められる。

・ 専門家が医学的見地から十分に検討した上で、救急患者の病態に応じた搬送基
準を作成する。同時に施設問転送と救急隊による直接搬送それぞれについての

手順を定める。

・ 周産期母子医療センターは、上記の基準に照らして救急患者の病態に応じた受

入基準を作成するとともに、対応可能な病態を公表する。

・ 周産期母子医療センターは、自院の体制を踏まえ、救急患者の受入れが円滑に
できるよう関連診療科と綿密に協議し、連携を図る。

・ 脳神経外科等の関連診療科を有しない周産期母子医療センターについては、近

隣の救命救急センター等といつでも連携できる体制を整える。

・ 都道府県は、周産月1医療協議会、救急医療対策協議会やメディカルコントロー

ル協議会といつた医療関係者や消防関係者が集まる協議会等を活用し、周産期

に関連する救急患者の受入先の選定、調整及び情報提供のあり方等を検討する。

消防機 j」の搬送と病院前救護の質向上のためには、メディカルコントロール体

制の確保が重要であり、メディカルコントロール協議会に周産期医療関係者も

参画するなど、メディカルコン トロール協議会においては周産期医療との連携

に十分配慮する。

・ 都道府県は、救急患者の搬送及び受入基準の運用にあたり、必要に応じて、重
症患者に対応する医療機関を定める等、地域の実情に応じた受入の迅速化、円

滑化の方策を検討し、実施するとともに、そのために必要な医療機関に対する

支援策を行う。

(2)新生児搬送体制

NICUの ない施設や自宅で出生に至った低出生体重児などを搬送する新生児搬送
体制についても整備を強化する。また、新生児の迎え搬送、三角搬送、戻り搬送などを

担 う医師等の活 lIJ」を適正に評価する。都道府県が主体となって新生児搬送や母体搬送に
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対応できるドクターカーを備え、併せて運転手、搬送担当医師及び看護師を確保する。

その場合、ドクターカーの設置施設及び搬送の具体的な運用等については都道府県の周

産期医療協議会で検討する。

(3)広域搬送体制

地域の必要性に応じて、県境を越えた医療機関及び救急隊との救急搬送ネットワーク

を構築する。

関係する都道府県及び周産期母子医療センター、周産期救急1情報システムの役割につい

ては周産期医療対策事業の見直しの中で、明確にする。

広域搬送に際しては、救急医療用ヘ リコプターや消防防災ヘリコプター等を活用した

搬送体制を検討する。更に、県境を越えた搬送症例においては、家族の利便性の観点か

ら、また母親が児に接する機会を増加させる意味でも戻り搬送の必要性は高 く、これに

対する体制整備を推進する。

(4)戻 り搬送

総合周産期母子医療センターが受け入れた妊産婦及び新生児を、状態が改善し搬送元

医療機関での受入が可能になった時に、搬送元医療機関等に搬送する体制 (戻 り搬送)

を促進する。この時、病院及び家族の経済的負担を軽減するための対策等も検討する。

5 救急医療情報システムの整備

(1)周産期救急情報システムの改良

・ 都道府県は、周産期救急情報システムの運用改善及びその充実を図るため、億

報センターを設置 (必要に応 じて複数県が共同で設置)する。また、搬送先itW

定の迅速化等のため調整を行 う搬送コーディネーターを 24時間体制で配置し、

救急搬送を円滑に進めるために必要な体制整備を行う。

・ 医療機関の空床情報や診療体制に関する正確な情報が迅速に伝達され、自動的

にアップデー トされ、さらに地域の関係諸機関において広く共有できるよう旦

産期救急情報システムを改良する。そのため、情報通信技術の活用を検討する。

・ 救急医療情報システムと周産期救急情報システムの統合または両者の連携を推

進する。併せて、医師同士の情報交換ができる機能を付カロすることが望ましい。
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また、助産所からの緊急事案に対応するために、助産所も利用できるシステム

が望ましい。

・ 空床情報の入力や転院依頼などの諸業務を担当する医師事務作業補助者の充実
を図る。また、戻り搬送を円滑に推進するためには、患者や家族に納得しても

らえる十分なインフォーム ド・コンセン トが必要で、それを担当する看護職員

等の配置が望まれる。

・ 地域によっては、県境を越えて共有できる情報システムを整備する。
上記に対し、支援策を検討する。

(2)搬送コーディネーターの役割

搬送コーディネーターの地域の中核医療機関又は情報センター等への配置を促進し、

そのための支援策を講ずる。搬送コーディネーターの職種と勤務場所は、地域の実情に

応じて決める。その際、要員の候補として、周産期の実情に詳しい助産師等の活用を考

慮する。

①搬送先照会・斡旋

搬送コーディネーターは、24時間体制で医療機関や消防からの依頼を受け、ま

た一般市民からの相談にも応 じつつ搬送先の熙会斡旋を行う。

②情報収集

搬送コーディネーターが医療機関にlflllき かけ、各周産期母子医療センターの応需

状況に関する情報を能動的に収集・更新する。

第 5 地域住民の理解と協力の確保

1 地域住民への情報公開

救急医療は、地域の住民と医療提供者側とが共同で確保するものであり、より良い体

制を保持するためには、住民の理解と17J7カ が不可欠である。

国、者Б道府県、医療機関は、住民のための相談窓口などを設け、積極的に情報の提供

と交換を行う。例えば、アクセスが容易でわかりやすい携帯サイ ト等のポータルサイ ト

を立ち上げ、情報センターの活用、小児救急電話相談事業 (#8000)な どを充実さ
せて、救急医療機関の情報等について、地域住民に積極的に公開する。
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なお、提供すべき情報としては、以下のようなものが考えられるが、詳細については

今後検討を行う。

(提供項目の例 )

(1)地域の救急医療体制に関する基本情報

(2)夜間休 日の救急患者受入体制

(3)住民が緊急時に医療機関にアクセスする方法に関する詳細情報

(4)緊急時における患者や家族の対処方法に関する情報

(5)各地域の周産期救急医療体制

(6)各地域の分娩取扱施設・妊婦健診施設の情報

(7)妊産婦や妊娠可能年齢の女性が留意すべき情報

(8)新生児・乳児等の育児に関する情報

2 地域住民の啓発活動

地域の医療機関等を通じて地域住民に対する教育と指導を充実させ、ハイリスク妊娠

の予防に努めるとともに、住民に妊婦1771康診査の必要性について理解を求め、未受診妊

婦の減少を図る。救急車の適正利用、高次医療機関の役害1、 戻り搬送の必要性等への啓

発を促し、それらの活動への助産師や保健師の積極的参画を推進する。これには、診療

所の医師等も協力する。

緊急時の対処方法等について、地域が行う住民への啓発活動を支援する。

国及び都道府県は、住民主催の勉強会の開催など地域住民による主体的な取り組みを

重援 し、住民とともに地域の周産期医療を守っていくことが重要である。

第 6 対策の効果の検証と改良サイクルの構築                    ・

都道府県は、メディカルコントロール協議会や消防機関等と協力して、搬送先決定ま      .、

での時間等のデータを収集し、地域ごとの実績を定期的に公表する。

また、国は、都道府県と協力して、周産期医療のデータ (妊産婦死亡率、周産期死亡

率、新生児死亡率、平L幼児死亡率、上記死亡の各種疾患の内訳、死亡の場所、及びそれ

らの地域別実績など)を分析し、定期的に公表する。
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上記のデータに基づき、国及び都道府県は、必要な対策を講じ、その効果を検証し、

検証結果に基づき更なる改良を加える。

周産期医療を含む救急医療体制の向上のためには、以上の取り組みを継続し、改良サ

イクルを形成することが肝要である。

第 7 おわ りに

本懇談会は、事案の重要さ及び緊急′性に鑑み、国民が安心して出産に臨める周産期医

療体制を整備すべく短期間で本報告書を取りまとめた。厚生労lJl省においては、財政支

援や診療報酬上の措置等を検討するなど速やかに必要な対策を施すことを要請する。

周産期救急医療体制の整備は、基本的には都道府県が地域の実情を踏まえて行うバき

であるが、その基本方針は国が策定しなければならない。本報告書に示した提言は、我

が国の周産期救急医療を向上させるためのグランドデザインである。今後、国は、17dlや

か親子 21に謳う母子保健政策としての周産期医療提供体制の一層の強化に努めると

ともに、周産期救急医療を一般救急医療対策の中に位置づけるよう、医療計画に関する

基本方針の改正を行い、中長期的視点から取り組むべき対策については、短期間に達成

できるものではないことから、これを実現するためのロードマップを作成し都道府県等

に明示することが望まれる。
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「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会」検討経緯

第 1回 平成 20年 11月 5日

○周産期医療と救急医療の現状と課題について

○意見交換

第 2回 平成 20年 11月 20日

○地域の事例等についてヒアリング

(助産師の取り組み、広島県の取り組み、青森県の取り組み)

〇今後の対策について議論

第 3回 平成 20年 11月 25日

○産科麻酔についてヒアリング

○今後の対策について議論 (短期的対策について)

第 4回 平成 20年 12月 8日

○重症心身障害児施設についてヒアリング       '

○今後の対策について議論 (中長期的対策について)

第 5回 平成 20年 12月 18日

○報告書 (案)について

第 6回 平成 21年 2月 3日

○幸「告書 (案)について
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別添

<主な検討事項の一覧>

●既に対応又は対応中の事項

・ 厚生労働省の救急医療担当と周産期医療担当の連携強化
・ 医師の手当や勤務環境の改善等のための財政支援
・ 母体搬送コーディネーターの配置への支援
・ 出産育児一時金の引き上げ

●平成 20年度末までに検討すべき事項

・ 周産期母子医療センター等の実態調査
・ 周産期医療体制の整備指針 (周産期母子医療センターの指定基準を含む)の見
直し

・ 周産期救急情報システムの改良
・ 公務員である医師の兼業規程の運用について周知

※ 周産期母子医療センター等の見直しに際しては、厚生労働科学研究班において、具
体的な検討を行う。

主な検討内容)周産期母子医療センターの機能の把握、再分類と指定基準、初期・二
次周産期医療機関を含めた地i或ネットワーク、周産期医療と救急医療の連

携、周産期救急患者の病態に応じた搬送・受入基準、広域搬送、迎え搬送、
三角搬送、戻り搬送、医師・着護師の行う新生児緊急搬送、コーディネー

ター、搬送・受入の迅速化・円)骨イヒの方策、情報公開のあり方等

●平成 21年度以降に検討すべき事項

・ 医療計画の基本方針の見直し
。 NICUの 整備への支援
・ GCUや 一般小児病床等の手厚い看護職員配置など対応能力の強化の方策
・ 重症心身障害児施設等の後方病床及び短期入所並びに重症′い身障害児が入院で
きる小児病床の整備への支援

・ 重症心身障害児の在宅療養の支援
・ 周産期医療対策事業の見直し
・ 周産期救急患者の病態に応じた搬送・受入基準の作成
・ 必要に応じ県境を越えた救急搬送ネットワークの構築
・ 搬送元医療機関等に搬送する体制 (戻 り搬送)の促進

・ 新生児科の標榜や専門医の広告の許可   .
・ 周産期母子医療センターの評価の仕組み
。 地域住民の主体的な取り組みに対する支援
・ 救急搬送の実態把握

・ 財政支援や診療報酬上の措置等



別添 2

周産期医療体制整備指針

第 1 総論的事項
1 周産期医療体制整備の趣旨
厚生労働省において周産期医療対策事業の充実を図るとともに、都道府県において、医療

関係者等の協力の下に、地域の実情に即し、限られた資源を有効に生かしながら、総合周産

期母子医療センター、地域周産期母子医療センターその他の地域における周産期医療に関連

する病院、診療所及び助産所 (以下 「地域周産期医療関連施設」という。)を整備するなど、
将来を見据えた周産期医療体制の整備を図ることにより、地域における周産期医療の適切な

提供を図るものである。

なお、本指針の「周産期医療」とは、基本的にはハイリスク妊産婦の妊娠 。分娩管理そ

の他の産科医療及びハイリスク新生児の集中治療管理その他の新生児医療をいう。

2 周産期医療体制整備の位置付け及び性格
(1)周産期医療体制の整備は、母子保健法 (昭和 40年法律第 141号)第 20条の 2に規
定する医療施設の整備及び医療法 (昭和 23年法律第 205号 )第 30条の 4第 2項第 5
号二に規定する周産期医療の確保に必要な事業の一環として位置付けられるものである。

(2)周産期医療体制は、充実した周産期医療に対する需要の増カロに対応するため、都道府県
において、地域の実情に応 じ、保健医療関係機関・団体の合意に基づきその基本的方向を

定めた上で、周産期に係る保健医療の総合的なサービスを提供するものとして整備される

必要がある。

3 都道府県における周産期医療体制の整備
(1)周産期医療協議会
ア 周産期医療協議会の設置
都道府県は、周産期医療体制の整備に関する協議を行うため、周産期医療体制を整備・

推進する上で重要な関係を有する者を構成員として、周産期医療協議会を設置するもの

とする。

周産期医療体制を整備・推進する上で重要な関係を有する者とは、例えば、保健医療

関係機関・団体の代表、地域の中核となる総合周産期母子医療センター等の医療従事者、

医育機関関係者、消防関係者、学識経験者、都道府県・市ヽヽ の代表等のことをいうも

のである。

イ 協議事項     」
(ア )周産期医療協議会は、次に掲げる事項について協議するものとする。
① 周産期医療体制に係る調査分析に関する事項
② 周産期医療体制整備計画に関する事項
③ 母体及び新生児の搬送及び受入れ (県域を越えた搬送及び受入れを含む。)に関
する事項

④ 総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターに関する事項
⑤ 周産期医療情報センター (周産期救急情報システムを含む。)に関する事項
⑥ 搬送コーディネーターに関する事項
⑦ 地域周産期医療関連施設等の周産期医療関係者に対する研修に関する事項
③ その他周産期医療体制の整備に関し必要な事項



(イ )(ア )の③に掲げる事項については、周産期医療協議会と都道府県救急医療対策協

議会、メディカルコントロール協議会等とが連携し、地域の実情に応じた産科合併

症以外の合併症を有する母体の搬送及び受入れの実施に関する基準等を協議するも

のとする。また、この内容について、都道府県は住民に対して情報提供を行 うもの

とする。

ウ 都道府県医療審議会等との連携
周産期医療協議会については、医療法第 71条の 2第 1項に規定する都道府県医療審
議会又は同法第 30条の12第 1項に規定する都道府県医療対策協議会の作業部会とし
て位置付けるなど、都道府県医療審議会及び都道府県医療対策協議会と密接な連携を図

るものとする。

(2)周産期医療体制に係る調査分析

都道府県は、アに掲げる事項について調査し、この調査結果に基づき、イに掲げる事項

について研究を行うことが望ましい。また、この調査及び研究の結果について、都道府県

は、住民に公表するとともに、周産期医療協議会に報告し、周産期医療体制の整備に係る

検討に活用するものとする。

ア 調査事項
(ア )母子保健関連指標 (必要に応 じ妊娠週数別 )
・出生数

・分娩数 (帝王切開件数を含む。)

・低出生体重児出生率

・新生児死亡率

・周産期死亡率

・妊産婦死亡率

・周産期関連疾患患者数と発生率

・ハイリスク新生児の発育発達予後 等
(イ )医療資源・連携等に関する情報

① 母体及び新生児の搬送及び受入れの状況
・母体及び新生児の搬送状況 (救急車出動件数、医療施設への照会回数、搬送に

要した時間、小児科医同乗数、 ドクターカー及び ドクターヘリの活用状況等)
・母体及び新生児の受入状況 (受入要請数、受人実施件数、受入不能件数及びそ

の理由等)

・周産期救急情報システム及び救急医療情報システムの活用状況

・搬送コーディネーターの活動状況及び勤務体需1 等

② 総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センターその他の各地域周
産期医療関連施設の状況

・所在地、診療科日、病床数・稼働率等

・設備 (母体・胎児集中治療管理室 (以下 「MFICU」 という。)の病床数 。

稼働率、新生児集中治療管理室 (以下「NICU」 という。)の病床数・稼働
率、NICUに 併設された回復期治療室 (以下「GCU」 という。)の病床数・
稼働率、 ドクターカーの保有状況等)
・院内助産所及び助産師外来の活動状況等



・診療内容 (分娩数、対応可能な分娩 (母体・胎児の条件等)、 診療実績 (周産

期関連疾患患者の入院数、死亡率、合併症発生率等)等 )
・診療体制 (産科医及び産婦人科医、新生児医療を担当する医師、麻酔科医、助

産師、看護師、臨床心理士等の臨床心理技術者、NICU入 院児支援コーディ
ネーター等の数及び勤務体制等 )

。医療連携の状況 (他の医療施設からの搬送受入状況、リスクの低い帝王切開術

に対応するための連携状況、オープンシステム・セミオープンシステムの状況、

医療機器共同利用の状況、他の医療施設との診療情報や治療計画の共有状況、

他の医療施設との合同症例検討会の開催状況、在宅療養・療育を支援する機能

を持った施設等との連携状況等 )

・NICU、 GCU等 の長期入院児の状況
・ハイリスク新生児の長期発育発達予後 等

(ウ )その他周産期医療体制の整備に関し必要な事項
イ 研究事項
(ア )母体及び新生児の搬送及び受入れ (県域を越えた搬送及び受入れを含む。)に関す
る現在の問題点並びに改善策

(イ )周産期救急情報システムの効果的な活用方法及び周産期救急情報システムと救急
医療情報システムとの連携方法

(ウ )産科合併症以外の合併症を有する母体への救急医療等における周産期医療に関す
る診療科間の連携体制

(工 )周産期医療に関する医療圏間の連携体制 (県域を越えた広域の連携体制を含む。)
(オ)地域周産期医療関連施設等の周産期医療関係者に対する効果的な研修
(力 )その他周産期医療体制の整備に関し必要な事項
(3)周産期医療体制整備計画
ア 周産期医療体制整備計画の策定
都道府県は、周産期医療協議会の意見を聴いて、周産期医療体制整備計画を策定する

ものとする。

周産期医療体制整備計画は医療法第 30条の4第 1項に規定する医療計画の一部とし
て定めることができるものとする。この場合においては、医療計画に、周産期医療体制

に関する基本的な内容を記載した上で、個別具体的な内容は周産期医療体制整備計画に

定める旨を記載することとし、当該医療計画を受けた周産期医療体制に関する個別具体

的な内容を周産期医療体市1整備計画に定めるものとする。

都道府県は、周産期医療体制整備計画を策定したときは、遅滞なく厚生労働省に提出

するものとする。

イ 周産期医療体制整備計画の内容
周産期医療体制整備計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。また、周

産期医療体制整備計画には、現在の医療資源を踏まえた内容とともに、中長期的な観点

から、地域の医療需要に見合う十分な医療を提供することを目標とした医療施設や医療

従事者に関する整備・確保方針を盛り込むものとする。

(ア )総合周産期母子医療センターの設置数及び設置施設並びに各センターの診療機能、
病床数 (そのうちMFICU、 NICU及 びGCUの 各病床数)及び確保すべき医療



従事者

(イ )地域周産期母子医療センターの設置数及び設置施設並びに各センターの診療機能、
病床数 (そのうちMFICU、 NICU及 びGCUの 各病床数)及び確保すべき医療
従事者

(ウ )地域周産期医療関連施設 (総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療セ
ンターを除く。)の施設数並びに各施設の診療機能、病床数及び確保すべき医療従事者

(工)母体及び新生児の搬送及び受入れ (県域を越えた搬送及び受入れを含む。)を円滑
に行 うための総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センターその他の

地域周産期医療関連施設、救命救急センター等の連携体制

(オ)周産期医療情報センター (周産期救急情報システムを含む。)の機能及び体制
(力 )搬送コーディネーターの機能及び体制
(キ )地域周産期医療関連施設等の周産期医療関係者に対する研修の対象及び内容
(ク )その他周産期医療体制の整備に関し必要な事項
ウ 留意事項
(ア)NICUの 整備
低出生体重児の増加等によって、NICUの 病床数が不足傾向にあることから、都
道府県は、出生 1万人対25床から30床を目標として、地域の実情に応じたNIC
Uの整備を進めるものとする。

(イ )NIcuを 退院した児童が生活の場で療育・療養できる環境の整備
NICuに 長期入院している児童に対し、一人一人の児童にふさわしい療育・療養
環境を確保するため、都道府県は、地域の実情に応じ、GCU、 重症児に対応できる
一般小児科病床、重症心身障害児施設等の整備を図るものとする。また、在宅の重症

児の療育・療養を支援するため、訪問看護やレスパイ ト入院等の支援が効果的に実施

される体制の整備を図るものとする。

(4)総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センター
ア 指定及び認定
都道府県は、周産期医療体制整備計画を踏まえ、第 2の 1に定める機能、診療科日、
設備等を有する医療施設を総合周産期母子医療センターとして指定するものとする。ま

た、都道府県は、第 2の 2に定める機能、診療科日、設備等を有する医療施設を地域周

産期母子医療センターとして認定するものとする。

イ 支援及び指導
総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターは、本指針の定める機

能、診療科日、設備等を満たさなくなった場合は、その旨を速やかに都道府県に報告す

るものとし、当該報告を受けた都道府県は、当該医療施設に対して適切な支援及び指導

を行うものとする。

ウ 指定及び認定の取消し
イに定める都道府県による支援及び指導が実施された後も総合周産期母子医療センタ

ー又は地域周産期母子医療センターが改善しない場合は、都道府県は、当該医療施設の

総合周産期母子医療センターの指定又は地域周産期母子医療センターの認定を取り消す

ことができるものとする。

(5)周産期医療体制整備計画の推進



都道府県は、次に掲げる事項に留意しながら、周産期医療体制整備計画を推進するもの

とする。

ア 適切な条件整備
都道府県は、周産期医療体制整備計画の推進に当たっては、医療施設の整備、医療従

事者の養成、関係団体との連携・協力、財政的な支援等の条件整備に十分留意するもの

とする。

イ 医療施設間の機能分担及び連携
都道府県は、オープンシステム・セミオープンシステム等を活用し、総合周産期母子

医療センター、地域周産期母子医療センターその他の地域周産期医療関連施設等の間の

緊密な連携を図ることにより、各施設の果たしている機能に応じて適切な医療が提供さ

れるよう配慮するものとする。特に、総合周産期母子医療センターの負担軽減と必要な

空床の確保を図るため、総合周産期母子医療センターの受け入れた母体及び新生児の状

態が改善した際に、当該母体及び新生児を地域周産期母子医療センターその他の地域周

産期医療関連施設等が受け入れる体制の確保を図るものとする。

ウ 近隣の都道府県等との連携
都道府県は、母体及び新生児の搬送及び受入れの状況を踏まえ、近隣の都道府県等と

の広域搬送・相互支援体制の構築等、県域を越えた母体及び新生児の搬送及び受入れが

円滑に行われるための措置を講ずるものとする。

なお、この場合においては、切迫早産の治療が継続するときは母体の戻り搬送が必要

・ となること、新生児は、家族が児に接する機会を増やすため、戻り搬送の必要性が高い
ことに配慮する必要がある。

工 関連施策との連携
都道府県は、周産期医療体制整備計画の推進に当たっては、医療従事者の確保、救急

医療、母子保健、児童福祉その他周産期医療と密接な関連を有する施策との連携を図る

よう配慮するものとする。

オ 輸血の確保
都道府県は、周産期医療体制整備計画の推進に当たっては、地域の関係機関との連携

を図り、血小板等輸血用血液製剤が緊急時の大量使用の場合も含め安定的に供給される

よう努めなければならない。

(6)周産期医療体制整備計画の見直し

周産期医療体制整備計画については、おおむね 5年ごとに調査、分析及び評価を行い、

必要があると認める場合には、周産期医療体制整備計画を変更するものとする。

第 2 各論的事項
1 総合周産期母子医療センター
(1)機能
ア 総合周産期母子医療センターは、相当規模のMFICUを 含む産科病棟及びNICU
を含む新生児病棟を備え、常時の母体及び新生児搬送受入体制を有し、合併症妊娠 (重

症妊娠高血圧症候群、切迫早産等 )、 胎児・新生児異常 (超低出生体重児、先天異常児等)

等母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医療、高度な新生児医療等の周産期医

療を行うことができるとともに、必要に応じて当該施設の関係診療科又は他の施設と連

携し、産科合併症以外の合併症 (脳血管障害、心疾患、敗血症、外傷等)を有する母体



に対応することができる医療施設を都道府県が指定するものである。

イ 総合周産期母子医療センターは、地域周産期医療関連施設等からの救急搬送を受け入
れるなど、周産期医療体制の中核として地域周産期母子医療センターその他の地域周産

期医療関連施設等との連携を図るものとする。

(2)整備内容

ア 施設数
総合周産期母子医療センターは、原則として、三次医療圏に一か所整備するものとす

る。

ただし、都道府県の面積、人口、地勢、交通事情、周産期受療状況及び地域周産期医

療関連施設の所在等を考慮し、二次医療圏に複数設置することができるものとする。な

お、三次医療圏に総合周産期母子医療センターを複数設置する場合は、周産期医療情報

センター等に母体搬送及び新生児搬送の調整等を行う搬送コーディネーターを配置する

等により、母体及び新生児の円滑な搬送及び受入れに留意するものとする。

イ 診療科目
総合周産期母子医療センターは、産科及び新生児医療を専門とする小児科 (MFIC
U及びNICUを 有するものに限る。)、 麻酔科その他の関係診療科を有するものとする。
ウ 関係診療科との連携
総合周産期母子医療センターは、当該施設の関係診療科と日頃から緊密な連携を図る

ものとする。

総合周産期母子医療センターを設置する医療施設が救命救急センターを設置している

場合又は救命救急センターと同等の機能を有する場合 (救急科、脳神経外科、心臓血管

外科又は循環器内科、放射線科、内科、外科等を有することをいう。)は、都道府県は、
その旨を医療計画及び周産期医療体制整備計画に記載し、関係者及び住民に情報提供す

るものとする。また、総合周産期母子医療センターを設置する医療施設が救命救急セン

ターを設置していない場合又は救命救急センターと同等の機能を有していない場合は、

都道府県は、当該施設で対応できない母体及び新生児の疾患並びに当該疾患についてi41

携 して対応する協力医療施設を医療計画及び凋産期医療体制整備計画に記載 し、関係者

及び住民に情報提供するものとする。

工 設備等
総合周産期母子医療センターは、次に掲げる設備等を備えるものとする。

(ア)MFICU
MFICUに は、次に掲げる設備を備えるものとする。なお、MFICUは 、必要
に応じ個室とするものとする。

① 分娩監視装置
② 呼吸循環監視装置
③ 超音波診断装置 (カ ラー ドップラー機能を有するものに限る。)
④ その他母体・胎児集中治療に必要な設備
(イ )NICU
NICUに は、次に掲げる設備を備えるものとする。
① 新生児用呼吸循環監視装置
② 新生児用人工換気装置



③ 超音波診断装置 (カ ラー ドップラー機能を有するものに限る。)
④ 新生児搬送用保育器
⑤ その他新生児集中治療に必要な設備
(ウ)GCU
GCUに は、NICUか ら退出した児並びに輸液、酸素投与等の処置及び心拍呼吸
監視装置の使用を必要とする新生児の治療に必要な設備を備えるものとする。

(工 )1新生児と家族の愛着形成を支援するための設備

新生児と家族の愛着形成を支援するため、長期間入院する新生児を家族が安心し

て見守れるよう、NICU、 GCU等 への入室面会及び母乳保育を行 うための設備、
家族宿泊設備等を備えることが望ましい。

(オ)ドクターカー

医師の監視の下に母体又は新生児を搬送するために必要な患者監視装置、人工呼吸

器等の医療機器を搭載した周産期医療に利用し得るドクターカーを必要に応じ整備す

るものとする。

(力 )検査機能

血液一般検査、血液凝固系検査、生化学一般検査、血液ガス検査、輸血用検査、エ

ックス線検査、超音波診断装置 (カ ラー ドップラー機能を有するものに限る。)による

検査及び分娩監視装置による連続的な監視が常時可能であるものとする。

(3)病床数

ア MFICU及 びNICUの 病床数は、都道府県の人口や当該施設の過去の患者受入実
績等に応じ、総合周産期母子医療センターとしての医療の質を確保するために適切な病

床数とすることを基本とし、MFICUの 病床数は6床以上、NICUの 病床数は 9床
以上 (12床以上とすることが望ましい。)とする。
ただし、平成 22年 3月 31日 に現に指定されている総合周産期母子医療センターに
ついては、二次医療圏の人口がおおむね 100万人以下の地域に設置されている場合に
あつては、当分の間、MFICUの 病床数は 3床以上、NICUの 病床数は6床以上で
差し支えないものとする。

なお、両室の病床数については、以下のとおり取り扱 うものとする。

(ア)MFICUの 病床数は、これと同等の機能を有する陣痛室の病床を含めて算定して
差し支えない。ただし、この場合においては、陣痛室以外のMFICUの 病床数は6
床を下回ることができない。

(イ )NICUの 病床数は、新生児用人工換気装置を有する病床について算定するものと
する。

イ MFICUの 後方病室 (一般産科病床等)は、M「 ICuの 2倍以上の病床数を有す
ることが望ましい。

ウ GCUは 、NICUの 2倍以上の病床数を有することが望ましい。
(4)職員

総合周産期母子医療センター̂は、次に掲げる職員をはじめとして適切な勤務体制を維持

する上で必要な数の職員の確保に努めるものとする。なお、総合周産期母子医療センター

が必要な数の職員を確保できない場合には、都道府県は、当該医療施設に対する適切な支

援及び指導を行うものとする。



ア MFICU
(ア )24日寺間体制で産科を担当する複数 (病床数が 6床以下であって別途オンコールに
よる対応ができる者が確保されている場合にあっては 1名 )の医師が勤務しているこ

と。

(イ )MFICUの 全病床を通じて常時 3床に 1名 の助産師又は看護師が勤務しているこ
と。

イ NICU
(ア)24時 間体制で新生児医療を担当する医師が勤務していること。なお、NICUの
病床数が 16床以上である場合は、 24時間体制で新生児医療を担当する複数の医師
が勤務していることが望ましい。

(イ )常時 3床に1名 の看護師が勤務していること。

(ウ )臨床心理士等の臨床心理技術者を配置すること。

ウ GCU
常時 6床に 1名の看護師が勤務していること。

工 分娩室
原則として、助産師及び看護師が病棟とは独立して勤務していること。ただし、MF
ICUの勤務を謙ねることは差し支えない。
オ 麻酔科医
麻酔科医を配置すること。

力 NICU入 院児支援コーディネーター
NICU、 GCU等に長期入院している児童について、その状態に応じた望ましい療
育・療養環境への円滑な移行を図るため、新生児医療、地域の医療施設、訪間看護ステ

ーション、療育施設・福祉施設、在宅医療・福祉サービス等に精通した看護師、社会福

祉士等を次に掲げる業務を行 うNICU入 院児支援コーディネーターとして配置するこ
とが望ましい。

(ア)NICU、 GCU等の長期入院児の状況把握
(イ )望ましい移行先 (他医療施設、療育施設・福祉施設、在宅等)と の連携及び調整

(ウ)在宅等への移行に際する個々の家族のニー ドに合わせた支援プログラムの作成並び
に医療的・福祉的環境の調整及び支援

(工 )その他望ましい療育・療養環境への移行に必要な事項

(5)連携機能

総合周産期母子医療センターは、オープンシステム・セミオープンシステム等の活用、

救急搬送の受入れ、合Fpl症例検討会の開催等により、地域周産期母子医療センターその他

の地域周産期医療関連施設等と連携を図るものとする。

2 地域周産期母子医療センター
(1)機能

ア 地域周産期母子医療センターは、産科及び小児科 (新生児医療を担当するもの)等を
備え、周産期に係る比較的高度な医療行為を行うことができる医療施設を都道府県が認

定するものである。ただし、NICUを 備える小児専門病院等であって、都道府県が適
当と認める医療施設については、産科を備えていないものであっても、地域周産期母子

医療センターとして認定することができるものとする。



イ 地域周産期母子医療センターは、地域周産期医療関連施設等からの救急搬送や総合周
産期母子医療センターからの戻り搬送を受け入れるなど、総合周産期母子医療センター

その他の地域周産期医療関連施設等との連携を図るものとする。

ウ 都道府県は、各地域周産期母子医療センターにおいて設定された提供可能な新生児医
療の水準について、医療計画及び周産期医療体制整備計画に明記するなどにより、関係

者及び住民に情報提供するものとする。

(2)整備内容
ア 施設数
地域周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センター 1か所に対して数か所
の割合で整備するものとし、 1つ又は複数の二次医療圏に 1か所又は必要に応 じそれ以
上整備することが望ましい。

イ 診療科日
地域周産期母子医療センターは、産科及び小児科 (新生児医療を担当するもの)を有
するものとし́、麻酔科その他関連診療科を有することが望ましい。ただし、NICUを
備える小児専門病院等であって、都道府県が適当と認める医療施設については、産科を

有していなくても差し支えないものとする。

ウ 設備
地域周産期母子医療センターは、次に掲げる設備を備えるものとする。

(ア )産科を有する場合は、次に掲げる設備を備えることが望ましい。
① 緊急帝王切開術等の実施に必要な医療機器
② 分娩監視装置
③ 超音波診断装置 (カ ラー ドップラー機能を有するものに限る。)
④ 微量輸液装置
⑤ その他産科医療に必要な設備
(イ )小児科等には新生児病室を有し、次に掲げる設備を備えるNICUを 設けることが
望ましい。

① 新生児用呼吸循環監視装置
② 新生児用人工換気装置
③ 保育器
④ その他新生児集中治療に必要な設備

(3)職員
地域周産期母子医療センターは、次に掲げる職員を配置することが望ましい。

ア 小児科 (新生児医療を担当するもの)については、24時間体制を確保するために必
要な職員

イ 産科を有する場合は、帝王切開術が必要な場合に迅速 (おおむね30分以内)に手術
への対応が可能となるような医師 (麻酔科医を含む。)及びその他の各種職員
ウ 新生児病室については、次に掲げる職員
(ア)24時 間体制で病院内に小児科を担当する医師が勤務 していること。
(イ )各地域周産期母子医療センターにおいて設定した水準の新生児医療を提供するため
に必要な看護師が適当数勤務 していること。

(ウ )臨床心理士等の臨床心理技術者を配置すること。



(4)連携機能

地域周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センターからの戻り搬送の受入れ、

オープンシステム・セミオープンシステム等の活用、合同症例検討会の開催等により、総

合周産期母子医療センターその他の地域周産期医療関連施設等と連携を図るものとする。

3 周産期医療情報センター
(1)周産期医療情報センターの設置

都道府県は、総合周産期母子医療センター等に周産期医療情報センターを設置するもの

とする。

(2)周産期救急情報システムの運営
ア 周産期医療情報センターは、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療セン
ターその他の地域周産期医療関連施設等と通信回線等を接続し、周産期救急情報システ

ムを運営するものとする。

イ 周産期医療情報センターは、次に掲げる情報を収集し、関係者に提供するものとする。
(ア )周産期医療に関する診療科別医師の存否及び勤務状況

(イ )病床の空床状況

(ウ )手術、検査及び処置の可否

(工 )重症例の受入れ可能状況

(オ)救急搬送に同行する医師の存否

(力 )その他地域の周産期医療の提供に関し必要な事項

ウ 情報収集・提供の方法
周産期医療情報センターは、電話、FAX、 コンピューター等適切な方法により情報
を収集し、関係者に提供するものとする。

工 救急医療情報システムとの連携
周産期救急情報システムについては、救急医療情報システムとの一体的運用や相互の

情報参照等により、救急医療情報システムと連携を図るものとする。また、周産期救急

情報システムと救急医療情報システムを連携させることにより、総合周産期母子医療セ

ンター、地域周産期母子医療センターその他の地域周産期医療関連施設、救命救急セン

ター、消防機関等が情報を共有できる体制を整備することが望ましい。

4 搬送コーディネーター
都道府県は、周産期医療情報センター、救急医療情報センター等に、次に掲げる業務を行

う搬送コーディネーターを配置することが望ましい。

(1)医療施設又は消防機関から、母体又は新生児の受入医療施設の調整の要請を受け、受入
医療施設の選定、確認及び回答を行 うこと。

(2)医療施設から情報を積極的に収集し、情報を更新するなど、周産期救急情報システムの

活用推進に努めること。

(3)必要に応じて、住民に医療施設の情報提供を行 うこと。
(4)その他母体及び新生児の搬送及び受入れに関し必要な事項
5 周産期医療関係者に対する研修
都道府県は、地域周産期医療関連施設等の医師、助産師、看護師、搬送コーディネーター、

NICU入 院児支援コーディネーター等に対し、地域の保健医療関係機関・団体等と連携し、
総合周産期母子医療センター等において、必要な専門的・基礎的知識及び技術を習得させる



ため、到達目標を定め、研修を行うものとする。

(1)到達目標の例
ア 周産期医療に必要とされる基本的な知識及び技術の習得
イ 緊急を要する母体及び新生児に対する的確な判断力及び高度な技術の習得
(2)研修内容の例
ア 産科
(ア )胎児及び母体の状況の適切な把握と迅速な対応

(イ )産科ショックとその対策

(ウ )妊産婦死亡とその防止対策

(工)帝王切開の問題点

イ 新生児医療
(ア)ハイリスク新生児の医療提供体制

(イ )新生児関連続計・疫学データ

(ウ )新生児搬送の適応

(工)新生児蘇生法

(オ)ハイリスク新生児の迅速な診断

(力 )新生児管理の実際

(キ)退院後の保健指導、フォローアップ実施方法等
ウ その他
(ア )救急患者の緊急度の判断、救急患者の搬送及び受入ルール等
(イ )他の診療科との合同の症例検討会等
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